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当座勘定規定（一般用） 

 

１．当座勘定契約の成立および当座勘定への受入れ 

（１） 当座勘定契約は、お客様から当金庫所定の申込書の提出を受け、

当金庫がこれを承諾することにより契約が成立するものとします。

また、当座勘定には、現金のほか、手形、小切手、利札、郵便為替

証書、配当金領収証その他の証券で直ちに取立のできるもの(以下

「証券類」といいます。)も受入れます。 

（２）手形要件、小切手要件の白地はあらかじめ補充してください。当

金庫は白地を補充する義務を負いません。 

（３）証券類のうち裏書等の必要があるものは、その手続を済ませてく

ださい。 

（４）証券類の取立のため特に費用を要する場合には、店頭掲示の代金

取立手数料に準じてその取立手数料をいただきます。 

 

２．証券類の受入れ 

（１）証券類を受入れた場合には、この預金口座の開設店（以下「当店」

といいます。）で取立て、不渡返還時限の経過後その決済を確認し

たうえでなければ、支払資金としません。 

（２）当店を支払場所とする証券類を受入れた場合には、当店でその日

のうちに決済を確認したうえで、支払資金とします。 

 

３．本人振込み 

（１）当金庫の他の本支店または他の金融機関を通じて当座勘定に振

込みがあった場合には、当金庫で当座勘定元帳へ入金記帳したう

えでなければ、支払資金としません。ただし、証券類による振込み

については、その決済の確認もしたうえでなければ、支払資金とし

ません。 

（２）当座勘定への振込みについて、振込通知の発信金融機関から重複

発信等の誤発信による取消通知があった場合には、振込金の入金

記帳を取消します。 

 

４．第三者振込み 

（１）第三者が当店で当座勘定に振込みをした場合に、その受入れが証

券類によるときは、第２条と同様に取扱います。 

（２）第三者が当金庫の他の本支店または他の金融機関を通じて当座

勘定に振込みをした場合には、第３条と同様に取扱います。 

 

５．受入証券類の不渡り 

（１）前三条によって証券類による受入れまたは振込みがなされた場

合に、その証券類が不渡りとなったときは、直ちにその旨を本人に

通知する とともに、その金額を当座勘定元帳から引落し、本人か

らの請求がありしだいその証券類は受入れた店舗、または振込み

を受付けた店舗で返却します。ただし、第４条の場合の不渡証券類

は振込みをした第三者に返却するものとし、同条第１項の場合に

は、本人を通じて返却することもできます。 

（２）前項の場合には、あらかじめ書面による依頼を受けたものにかぎ

り、その証券類について権利保全の手続をします。 

 

６．手形、小切手の金額の取扱い  

手形、小切手を受入れまたは支払う場合には、複記のいかんにか

かわらず、所定の金額欄記載の金額によって取扱います。 

 

７．手形、小切手の支払 

（１）小切手が支払のために呈示された場合、または手形が呈示期間内

に支払のため呈示された場合には、当座勘定から支払います。 

（２）前項の支払にあたっては、手形または小切手の振出しの事実の有

無等を確認すること（その旨について書面の交付を求めることを

含みます）があります。 

（３）当座勘定の払戻しの場合には、小切手または当金庫所定の払戻請

求書を使用してください。 

（４）前項の払戻しに払戻請求書を使用する場合は、届出の印章により

記名押印のうえ、当座勘定の口座番号が確認できる資料とともに

提出してください。また、払い戻しに際して、当金庫所定の本人確

認書類の提示を求めることがあります。求められた本人確認書類

の提示がない場合には、取引を行うことはできません。 

 

８．手形、小切手用紙 

（１）当金庫を支払人とする小切手または当店を支払場所とする約束

手形を振出す場合には、当金庫が交付した用紙を使用してくださ

い。 

（２）当店を支払場所とする為替手形を引受ける場合には、預金業務を

営む金融機関の交付した手形用紙であることを確認してください。 

（３）前二項以外の手形または小切手については、当金庫はその支払を

しません。 

（４）手形用紙、小切手用紙の請求があった場合には、必要と認められ

る枚数を実費で交付します。 

 

９．支払の範囲 

（１）呈示された手形、小切手等の金額が当座勘定の支払資金をこえる

場合には、当金庫はその支払義務を負いません。 

（２）手形、小切手の金額の一部支払はしません。 

 

１０．支払の選択 

同日に数通の手形、小切手等の支払をする場合にその総額が当座

勘定の支払資金をこえるときは、そのいずれを支払うかは当金庫の

任意とします。 

 

１１．過振り 

（１）第９条の第１項にかかわらず、当金庫の裁量により支払資金をこ

えて手形、小切手等の支払をした場合には、当金庫からの請求があ

りしだい直ちにその不足金を支払ってください。 

（２）前項の不足金に対する損害金の割合は年 14.60％(年 365 日の日

割計算)とし、当金庫所定の方法によって計算します。 

（３）第１項により当金庫が支払をした後に当座勘定に受入れまたは

振込まれた資金は、同項の不足金に充当します。 

（４）第１項による不足金、および第２項による損害金の支払がない場

合には、当金庫は諸預り金その他の債務と、その期限のいかんにか

かわらず、いつでも差引計算することができます。 

（５）第１項による不足金がある場合には、本人から当座勘定に受入れ

または振込まれている証券類は、その不足金の担保として譲り受

けたものとします。 

 

１２．手数料等の引落し  

（１）当金庫が受取るべき貸付金利息、割引料、手数料、保証料、立替

費用、その他これに類する債権が生じた場合には、小切手によらず、

当座勘定からその金額を引落すことができるものとします。 

（２）当座勘定から各種料金等の自動支払をする場合には、当金庫所定

の手続をしてください。 

 

１３．支払保証に代わる取扱い 

小切手の支払保証はしません。ただし、その請求があるときは、

当金庫は自己宛小切手を交付し、その金額を当座勘定から引落しま

す。 

なお、自己宛小切手発行にあたっては、別にお知らせする手数料

をいただきます。 

 

１４．印鑑等の届出 

（１）当座勘定の取引に使用する印鑑(または署名鑑)は、当金庫所定の

用紙を用い、あらかじめ当店に届出てください。 

（２）代理人により取引をする場合には、本人からその氏名と印鑑(ま

たは署名鑑)を前項と同様に届出てください。 

 

１５．届出事項の変更 

（１）手形、小切手、約束手形用紙、小切手用紙、印章を失った場合、

または印章、名称、商号、代表者、代理人、住所、電話番号、職業

または事業内容、取引を行う目的、法人の場合の実質的支配者、そ

の他届出事項に変更があった場合には、直ちに書面によって当店

に届出てください。 

（２）前項の届出の前に、届出を行わなかったことにより生じた損害に

ついては、当金庫は責任を負いません。 

（３）第１項による届出事項の変更の届出がなかったために、当金庫か

らの通知または送付する書類等が延着しまたは到達しなかった場

合には、通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

１６．成年後見人等の届出 

（１）家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合に

は、直ちに書面によって成年後見人等の氏名その他必要な事項を

届出てください。また、預金者の補助人・保佐人・後見人について、

家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときも、

同様に当店に届出てください。 

（２）家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がなされた場合

には、直ちに書面によって任意後見人の氏名その他必要な事項を

届出てください。 
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（３）すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、または任

意後見監督人の選任がなされている場合にも、前二項と同様に、直

ちに書面によって届出てください。 

（４） 前三項の届出事項に取消または変更等が生じた場合にも同様に、

直ちに書面によって届出てください。 

（５）前四項の届出の前に、当金庫が過失なく預金者またはその成年後

見人等の行為能力に制限がないと判断して行った払戻しは有効な

払戻しとします。 

 

１７．印鑑照合等 

（１） 手形、小切手、払戻請求書または諸届け書類に使用された印影

または署名を、届出の印鑑(または署名鑑)と相当の注意をもって

照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、その手形、小

切手、払戻請求書、諸届け書類につき、偽造、変造その他の事故が

あっても、そのために生じた損害については、当金庫は責任を負い

ません。 

（２）手形、小切手として使用された用紙を、相当の注意をもって第８

条の交付用紙であると認めて取扱いましたうえは、その用紙につ

き模造、変造、流用があっても、そのために生じた損害については、

前項と同様とします。 

（３）この規定および別に定める手形用法、小切手用法に違反したため

に生じた損害についても、第１項と同様とします。 

 

１８．振出日、受取人記載もれの手形、小切手 

（１）手形、小切手を振出しまたは為替手形を引受ける場合には、手形

要件、小切手要件をできるかぎり記載してください。もし、小切手

もしくは確定日払の手形で振出日の記載のないものまたは手形で

受取人の記載のないものが呈示されたときは、その都度連絡する

ことなく支払うことができるものとします。 

（２）前項の取扱いによって生じた損害については、当金庫は責任を負

いません。 

 

１９．線引小切手の取扱い 

（１）線引小切手が呈示された場合、その裏面に届出印の押なつ(また

は届出の署名)があるときは、その持参人に支払うことができるも

のとします。 

（２）前項の取扱いをしたため、小切手法第 38 条第５項の規定による

損害が生じても、当金庫はその責任を負いません。また、当金庫が

第三者にその損害を賠償した場合には、振出人に求償できるもの

とします。 

 

２０．自己取引手形等の取扱い 

（１）手形行為に取締役会の承認、社員総会の認許その他これに類する

手続きを必要とする場合でも、その承認等の有無について調査を

行うことなく、支払をすることができます。 

（２）前項の取扱いによって生じた損害については、当金庫は責任を負

いません。 

 

２１．利 息 

当座預金には利息をつけません。 

 

２２．残高の報告 

当座勘定の受払または残高の照会があった場合には、当金庫所定

の方法により報告します。 

 

２３．譲渡、質入れの禁止 

この預金は、譲渡または質入れすることはできません。 

 

２４．反社会的勢力との取引拒絶 

この当座勘定は、第 25 条第３項各号のいずれにも該当しない場合

に利用することができ、第 25 条第３項各号の一つにでも該当する場

合には、当金庫はこの当座勘定の開設をお断わりするものとします。 

 

２５．解 約 

（１）この取引は、当事者の一方の都合でいつでも解約することができ

ます。ただし、当金庫に対する解約の通知は書面によるものとしま

す。 

（２）次の各号の一にでも該当した場合には、当行はこの預金取引を停

止し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解約す

ることができるものとします。なお、通知により解約する場合、到

達のいかんにかかわらず、当行が解約の通知を届出のあった氏名、

住所にあてて発信した時に解約されたものとします。 

① この預金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場

合または預金口座の名義人の意思によらずに開設されたこと

が明らかになった場合 

② この預金の預金者が第 23 条に違反した場合 

③ この預金がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制

裁関係法令等に抵触する取引に利用され、またはそのおそれ

があると合理的に認められる場合 

④ 法令で定める本人確認等における確認事項、および第 32 条第

１項で定める当金庫からの通知等による各種確認や提出され

た資料が偽りである場合 

⑤ 第 32 条第１項から第３項に定める取引等の制限に係る事象

が一定期間解消されない場合 

⑥ この預金が法令や公序良俗に反する行為に利用され、または

そのおそれがあると認められる場合 

（３）前項のほか、次の各号の一つにでも該当し、当金庫が取引を継続

することが不適切である場合には、当金庫はこの取引を停止し、ま

たは解約の通知をすることによりこの当座勘定を解約することが

できるものとします。なお、この解約によって生じた損害について

は、当金庫は責任を負いません。また、この解約により当金庫に損

害が生じたときは、その損害額を支払ってください。 

① 当座勘定開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告を

したことが判明した場合 

② 本人が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５

年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会

屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、そ

の他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」といい

ます。）に該当し、または次のいずれかに該当することが判明

した場合 

Ａ 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有

すること 

Ｂ 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる

関係を有すること。 

Ｃ 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または

第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力

団員等を利用していると認められる関係を有すること 

Ｄ 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与す

るなどの関与をしていると認められる関係を有すること 

Ｅ 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等

と社会的に非難されるべき関係を有すること 

③ 本人が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一つにで

も該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当金庫の信

用を毀損し、または当金庫の業務を妨害する行為 

Ｅ その他前ＡからＤに準ずる行為 

（４）当金庫が解約の通知を届出の住所にあてて発信した場合に、その

通知が延着しまたは到達しなかったときは、通常到達すべき時に

到達したものとみなします。 

（５）手形交換所の取引停止処分を受けたために、当金庫が解約する場

合には、到達のいかんにかかわらず、その通知を発信した時に解

約されたものとします。 

 

２６．取引終了後の処理  

（１）この取引が終了した場合には、その終了前に振出された約束手

形、小切手または引受けられた為替手形であっても、当金庫はその

支払義務を負いません。 

（２）前項の場合には、未使用の手形用紙、小切手用紙は直ちに当店へ

返却するとともに、当座勘定の決済を完了してください。 

 

２７．手形交換所規則による取扱い 

（１）この取引については、前各条のほか、関係のある手形交換所の規

則に従って処理するものとします。 

（２）関係のある手形交換所で災害、事変等のやむをえない事由により

緊急措置がとられている場合には、第７条の第１項にかかわらず、

呈示期間を経過した手形についても当座勘定から支払うことがで

きるなど、その緊急措置に従って処理するものとします。 

（３）前項の取扱いによって生じた損害については、当金庫は責任を負

いません。 

 

２８．個人信用情報センターへの登録  

個人取引の場合において、つぎの各号の事由が一つでも生じたとき

は、その事実を銀行協会の運営する個人信用情報センターに５年間
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(ただし、下記第３号の事由の場合のみ６か月間)登録し、同センター

の加盟会員ならびに同センターと提携する個人信用情報機関の加盟

会員はその情報を自己の取引上の判断のため利用できるものとしま

す。 

① 差押、仮差押、支払停止、破産等信用欠如を理由として解約

されたとき。 

② 手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 

③ 手形交換所の不渡報告に掲載されたとき。 

 

２９．保険事故発生時における預金者からの相殺 

（１）この預金は、当金庫に預金保険法に定める保険事故が生じた場合

には、本条各項の定めにより相殺することができます。なお、預金

者の当金庫に対する債務を担保するため、もしくは第三者の当金

庫に対する債務で預金者が保証人となっているものを担保するた

めに質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとし

ます。 

（２）相殺する場合の手続きについては、次によるものとします。 

① 相殺通知は書面によるものとします。 

② 複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指定

してください。ただし、この預金で担保される債務がある場

合には当該債務から、または当該債務が第三者の当金庫に対

する債務である場合には預金者の保証債務から相殺されるも

のとします。 

③ 前号の充当の指定のない場合には、当金庫の指定する順序方

法により充当いたします。 

④ 第２号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれが

ある場合には、当金庫は遅滞なく異議を述べ担保・保証の状

況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとし

ます。 

（３）相殺する場合の借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の

計算については、その期間を相殺通知が当金庫に到達した日まで

として、利率、料率は当金庫の定めによるものとします。また、借

入金等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いに

ついては当金庫の定めによるものとします。 

（４）相殺する場合の外国為替相場については当金庫の計算実行時の

相場を適用するものとします。 

（５）相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて

別の定めがあるときには、その定めによるものとします。ただし、

借入金の期限前弁済等について当金庫の承諾を要する等の制限が

ある場合においても相殺することができるものとします。 

 

３０．休眠預金等活用法に係る最終異動日等 

（１）この預金について、休眠預金等活用法における最終異動日等と

は、次に掲げる日のうち最も遅い日をいうものとします。 

① 「当金庫ウェブサイトに掲げる」異動が最後にあった日 

② 将来における預金に係る債権の行使が期待される事由として

次項で定めるものについては、預金に係る債権の行使が期待

される日として次項において定める日 

③ 当金庫が預金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に

定める事項の通知を発した日、ただし、当該通知が預金者に

到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過し

た場合（１か月を経過する日または当金庫があらかじめ預金

保険機構に通知した日のうちいずれか遅い日までに通知が預

金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この預金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に

該当することとなった日 

（２）第１項第２号において、将来における預金に係る債権の行使が期

待される事由とは、次の各号に掲げる事由のみをいうものとし、預

金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げる事由

に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 預入期間、計算期間または償還期間の末日（自動継続扱いの

預金にあっては、初回満期日） 

 

３１．休眠預金等代替金に関する取扱い 

（１）この預金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法に

もとづきこの預金に係る債権は消滅し、預金者等は、預金保険機構

に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 

（２）前項の場合、預金者等は、当金庫を通じてこの預金に係る休眠預

金等代替金債権の支払を請求することができます。この場合にお

いて、当金庫が承諾したときは、預金者は、当金庫に対して有して

いた預金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の

支払を受けることができます。 

（３）預金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたと

きは、休眠預金等活用法第７条第２項による申出および支払の請

求をすることについて、あらかじめ当金庫に委任します。 

① この預金について、振込み、口座振替その他の方法により、

第三者からの入金または当行からの入金であって法令または

契約に定める義務にもとづくもの（利子の支払に係るものを

除きます。）が生じたこと 

② この預金について、手形または小切手の提示その他の第三者

による債権の支払の請求が生じたこと（当金庫が当該支払の

請求を把握することができる場合に限ります。） 

③ この預金に係る休眠預金等代替金の支払を債権の目的とする

強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分

を含みます。）が行われたこと 

④ この預金に係る休眠預金等代替金の一部の支払が行われたこ

と 

（４）当金庫は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、預金者等

に代わって第３項による休眠預金等代替金の支払を請求すること

を約します。 

① 当金庫がこの預金に係る休眠預金等代替金について、預金保

険機構から支払等業務の委託を受けていること 

② この預金について、第３項第２号に掲げる事由が生じた場合

には、当該支払への請求に応じることを目的として預金保険

機構に対して休眠預金等代替金の支払を請求すること 

③ 前項にもとづく取扱いを行う場合には、預金者等が当金庫に

対して有していた預金債権を取得する方法によって支払うこ

と 

 

３２．取引の制限等 

（１）当金庫は、預金者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把

握するため、提出期限を指定して各種確認や資料の提出を求める

ことがあります。預金者から正当な理由なく指定した期限までに

回答いただけない場合には、入金、払戻し等の本規定にもとづく取

引の一部を制限する場合があります。 

（２）日本国籍を保有せず本邦に居住する預金者は、当金庫の求めに応

じ適法な在留資格・在留期間を保持している旨を当金庫所定の方

法により届出るものとします。当該預金者が当金庫に届出た在留

期間が超過した場合、入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一

部を制限することができるものとします。 

（３）前二項の各種確認や資料の提出の求めに対する預金者の回答、具

体的な取引の内容、預金者の説明内容およびその他の事情を考慮

して、当金庫がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、もしくは

経済制裁関係法令等への抵触のおそれがあると判断した場合には、

入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一部を制限する場合が

あります。 

（４）前三項に定めるいずれの取引の制限についても、預金者からの説

明等にもとづき、マネー・ローンダリング、テロ資金供与、または

経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的に解消されたと当

金庫が認める場合、当金庫は当該取引の制限を解除します。 

 

３３．規定の変更 

（１）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、店頭表示、ホームページ

掲載その他相当の方法で周知することにより、変更できるものと

します。 

（２）前項の変更は、公表の際に定める相当の期間を経過した日から適

用されるものとします。 

以 上 

（2024 年 10 月 1 日現在） 

 

 

当座勘定規定（専用約束手形口用） 
 

１．当座勘定契約の成立および当座勘定への受入れ 

（１） 当座勘定契約は、お客様から当金庫所定の申込書の提出を受け、

当金庫がこれを承諾することにより契約が成立するものとします。

また、当座勘定には、現金のほか、手形、小切手、利札、郵便為替

証書、配当金領収証その他の証券で直ちに取立のできるもの（以下

「証券類」といいます。）も受入れます。 

（２）手形要件、小切手要件の白地はあらかじめ補充してください。当

金庫は白地を補充する義務を負いません。 

（３）証券類のうち裏書等の必要があるものは、その手続を済ませてく

ださい。 

（４）証券類の取立のため特に費用を要する場合には、店頭掲示の代金

取立手数料に準じてその取立手数料をいただきます。 
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２．証券類の受入れ 

（１）証券類を受入れた場合には、この預金口座の開設店（以下「当店」

といいます。）で取立て、不渡返還時限の経過後その決済を確認し

たうえでなければ、支払資金としません。 

（２）当店を支払場所とする証券類を受入れた場合には、当店でその日

のうちに決済を確認したうえで、支払資金とします。 

 

３．本人振込み 

（１）当金庫の他の本支店または他の金融機関を通じて当座勘定に振

込みがあった場合には、当金庫で当座勘定元帳へ入金記帳したう

えでなければ、支払資金としません。ただし、証券類による振込み

については、その決済の確認もしたうえでなければ、支払資金とし

ません。 

（２）当座勘定への振込みについて、振込通知の発信金融機関から重複

発信等の誤発信による取消通知があった場合には、振込金の入金

記帳を取消します。 

 

４．第三者振込み  

（１）第三者が当店で当座勘定に振込みをした場合に、その受入れが証

券類によるときは、第２条と同様に取扱います。 

（２）第三者が当金庫の他の本支店または他の金融機関を通じて当座

勘定に振込みをした場合には、第３条と同様に取扱います。 

 

５．受入証券類の不渡り  

（１）前三条によって証券類による受入れまたは振込みがなされた場

合に、その証券類が不渡りとなったときは、直ちにその旨を本人に

通知するとともに、その金額を当座勘定元帳から引落し、本人から

の請求がありしだいその証券類は受入れた店舗、または振込みを

受付けた店舗で返却します。ただし、第４条の場合の不渡証券類は

振込みをした第三者に返却するものとし、同条第１項の場合には、

本人を通じて返却することもできます。 

（２）前項の場合には、あらかじめ書面による依頼を受けたものにかぎ

り、その証券類について権利保全の手続をします。 

 

６．手形、小切手の金額の取扱い 

手形、小切手を受入れまたは手形を支払う場合には、複記のいか

んにかかわらず、所定の金額欄記載の金額によって取扱います。 

 

７．手形の支払 

（１）この当座勘定からは、呈示期間内に支払のため呈示された専用約

束手形にかぎって支払います。その他の手形、小切手の支払はしま

せん。 

（２）当座勘定の払戻しの場合には、当金庫所定の請求手続をしてくだ

さい。 

 

８．手形用紙 

（１）当店を支払場所とする専用約束手形を振出す場合には、当金庫が

交付した用紙を使用してください。 

（２）手形用紙の請求があった場合には必要と認められる枚数を交付

します。 

（３）専用約束手形用紙以外の手形用紙および小切手用紙は交付しま

せん。 

 

９．手数料 

前条の手形用紙の交付を受けるにあたっては、別にお知らせする

手数料を支払ってください。 

 

１０．支払の範囲 

（１）呈示された手形の金額が当座勘定の支払資金をこえる場合には、

当金庫はその支払義務を負いません。 

（２）手形の金額の一部支払はしません。 

 

１１．支払の選択  

同日に数通の手形の支払をする場合にその総額が当座勘定の支払

資金をこえるときは、そのいずれを支払うかは当金庫の任意としま

す。 

 

１２．印鑑等の届出 

（１）当座勘定の取引に使用する印鑑(または署名鑑)は、当金庫所定の

用紙を用い、あらかじめ当店に届出てください。 

（２）代理人により取引をする場合には、本人からその氏名と印鑑(ま

たは署名鑑)を前項と同様に届出てください。 

 

１３．届出事項の変更 

（１）手形、手形用紙、印章を失った場合、または印章、名称、商号、

代表者、代理人、住所、電話番号、職業または事業内容、取引を行

う目的、法人の場合の実質的支配者、その他届出事項に変更があっ

た場合には、直ちに書面によって当店に届出てください。 

（２）前項の届出の前に、届出を行わなかったことにより生じた損害に

ついては、当金庫は責任を負いません。 

（３）第１項による届出事項の変更の届出がなかったために、当金庫か

らの通知または送付する書類等が延着しまたは到達しなかった場

合には、通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

１４．成年後見人等の届出  

（１）家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合に

は、直ちに書面によって成年後見人等の氏名その他必要な事項を

届出てください。また、預金者の補助人・保佐人・後見人について、

家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときも、

同様に当店に届出てください。 

（２）家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がなされた場合

には、直ちに書面によって任意後見人の氏名その他必要な事項を

届出てください。 

（３）すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、または任

意後見監督人の選任がなされている場合にも、前二項と同様に、直

ちに書面によって届出てください。 

（４） 前三項の届出事項に取消または変更等が生じた場合にも同様に、

直ちに書面によって届出てください。 

（５）前四項の届出の前に、当金庫が過失なく預金者またはその成年後

見人等の行為能力に制限がないと判断して行った払戻しは有効な

払戻しとします。 

 

１５．印鑑照合等  

（１）手形、請求書、諸届け書類等に使用された印影または署名を届出

の印鑑(または署名鑑)と相当の注意をもって照合し、相違ないも

のと認めて取扱いましたうえは、その手形、請求書、諸届け書類等

につき、偽造、変造その他の事故があっても、そのために生じた損

害については、当金庫は責任を負いません。 

（２）手形として使用された用紙を、相当の注意をもって第８条の交付

用紙であると認めて取扱いましたうえは、その用紙につき模造、変

造、流用があっても、そのために生じた損害については、前項と同

様とします。 

（３）この規定および別に定める約束手形用法に違反したために生じ

た損害についても、第１項と同様とします。 

 

１６．振出日、受取人記載もれの手形  

（１）手形を振出す場合には、手形要件をできるかぎり記載してくださ

い。もし、振出日または受取人の記載のない手形が呈示されたとき

は、その都度連絡することなく支払うことができるものとします。 

（２）前項の取扱いによって生じた損害については、当金庫は責任を負

いません。 

 

１７．自己取引手形等の取扱い 

（１）手形行為に取締役会の承認、社員総会の認許その他これに類する

手続を必要とする場合でも、その承認等の有無について調査を行

なうことなく、支払をすることができます。 

（２）前項の取扱いによって生じた損害については、当金庫は責任を負

いません。 

 

１８．利 息 

当座預金には利息をつけません。 

 

１９．残高の報告 

当座勘定の受払または残高の照会があった場合には、当金庫所定

の方法により報告します。 

 

２０．譲渡、質入れの禁止 

この預金は、譲渡または質入れすることはできません。 

 

２１．反社会的勢力との取引拒絶 

この当座勘定は、第 22 条第４項各号のいずれにも該当しない場合

に利用することができ、第 22 条第４項各号の一つにでも該当する場

合には、当金庫はこの当座勘定の開設をお断わりするものとします。 

 

２２．解 約  
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（１）この取引は、本人の都合でいつでも解約することができます。た

だし、当金庫に対する解約の通知は書面によるものとします。 

（２）当金庫は、支払資金預入れの再三にわたる遅延、支払の停止その

他相互の信頼関係が失われた場合には、いつでもこの取引を解約

することができます。 

（３）次の各号の一にでも該当した場合には、当行はこの預金取引を停

止し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解約す

ることができるものとします。なお、通知により解約する場合、到

達のいかんにかかわらず、当行が解約の通知を届出のあった氏名、

住所にあてて発信した時に解約されたものとします。 

① この預金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場

合または預金口座の名義人の意思によらずに開設されたこと

が明らかになった場合 

② この預金の預金者が第 20 条に違反した場合 

③ この預金がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制

裁関係法令等に抵触する取引に利用され、またはそのおそれ

があると合理的に認められる場合 

④ 法令で定める本人確認等における確認事項、および第 29 条第

１項で定める当金庫からの通知等による各種確認や提出され

た資料が偽りである場合 

⑤ 第 29 条第１項から第３項に定める取引等の制限に係る事象

が一定期間解消されない場合 

⑥ この預金が法令や公序良俗に反する行為に利用され、または

そのおそれがあると認められる場合 

（４）前項のほか、次の各号の一つにでも該当し、当金庫が取引を継続

することが不適切である場合には、当金庫はこの取引を停止し、ま

たは解約の通知をすることによりこの当座勘定を解約することが

できるものとします。なお、この解約によって生じた損害について

は、当金庫は責任を負いません。また、この解約により当金庫に損

害が生じたときは、その損害額を支払ってください。 

① 当座勘定開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告を

したことが判明した場合 

② 本人が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５

年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会

屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、そ

の他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」といい

ます。）に該当し、または次のいずれかに該当することが判明

した場合 

Ａ 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有

すること 

Ｂ 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる

関係を有すること 

Ｃ 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または

第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴

力団員等を利用していると認められる関係を有すること 

Ｄ 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与す

るなどの関与をしていると認められる関係を有すること 

Ｅ 役員または経営に実質的に関与しているもの者が暴力団

員等と社会的に非難されるべき関係を有すること 

③ 本人が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一つにで

も該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行

為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当金庫の信

用を毀損し、または当金庫の業務を妨害する行為 

Ｅ その他前ＡからＤに準ずる行為 

（５）当金庫が解約の通知を届出の住所にあてて発信した場合に、その

通知が延着しまたは到達しなかったときは、通常到達すべき時に

到達したものとみなします。 

（６）手形交換所の取引停止処分を受けたために、当金庫が解約する場

合には、到達のいかんにかかわらず、その通知を発信した時に解約

されたものとします。 

（７）手形用紙の交付枚数のいかんにかかわらず、毎年３月と９月の当

金庫所定の日においてこの当座勘定の受払が６か月間なかった場

合には、取引はその日に終了するものとします。また､その所定の

日において交付枚数のすべてが引落されている場合にも、同様と

します。 

 

２３．取引終了後の処理 

（１）この取引が終了した場合には、その終了前に振出された手形であ

っても、当金庫はその支払義務を負いません。 

（２）前項の場合には、未使用の手形用紙は直ちに当店へ返却するとと

もに、当座勘定の決済を完了してください。 

 

２４．手形交換所規則による取扱い 

（１）この取引については、前各条のほか、関係のある手形交換所の規

則に従って処理するものとします。 

（２）関係のある手形交換所で災害、事変等のやむをえない事由により

緊急措置がとられている場合には、第７条の第１項にかかわらず、

呈示期間を経過した手形についても当座勘定から支払うことがで

きるなど、その緊急措置に従って処理するものとします。 

（３）前項の取扱いによって生じた損害については、当金庫は責任を負

いません。 

 

２５．個人信用情報センターへの登録 

個人取引の場合において、つぎの各号の事由が一つでも生じたとき

は、その事実を銀行協会の運営する個人信用情報センターに５年間

（ただし、下記第３号の事由の場合のみ６か月間）登録し、同センタ

ーの加盟会員ならびに同センターと提携する個人信用情報機関の加

盟会員はその情報を自己の取引上の判断のため利用できるものとし

ます。 

① 差押、仮差押、支払停止、破産等信用欠如を理由として解約

されたとき。 

② 手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 

③ 手形交換所の不渡報告に掲載されたとき。 

 

２６．保険事故発生時における預金者からの相殺 

（１）この預金は、当金庫に預金保険法に定める保険事故が生じた場合

には、本条各項の定めにより相殺することができます。なお、この

預金に、預金者の当金庫に対する債務を担保するため、もしくは第

三者の当金庫に対する債務で預金者が保証人となっているものを

担保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の

取扱いとします。 

（２）相殺する場合の手続きについては、次によるものとします。 

① 相殺通知は書面によるものとします。 

② 複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指定

してください。ただし、この預金で担保される債務がある場

合には当該債務から、または当該債務が第三者の当金庫に対

する債務である場合には預金者の保証債務から相殺されるも

のとします。 

③ 前号の充当の指定のない場合には、当金庫の指定する順序方

法により充当いたします。 

④ 第２号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれが

ある場合には、当金庫は遅滞なく異議を述べ担保・保証の状

況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとし

ます。 

（３）相殺する場合の借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の

計算については、その期間を相殺通知が当金庫に到達した日まで

として、利率、料率は当金庫の定めによるものとします。また、借

入金等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いに

ついては当金庫の定めによるものとします。 

（４）相殺する場合の外国為替相場については当金庫の計算実行時の

相場を適用するものとします。 

（５）相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて

別の定めがあるときには、その定めによるものとします。ただし、

借入金の期限前弁済等について当金庫の承諾を要する等の制限が

ある場合においても相殺することができるものとします。 

 

２７．休眠預金等活用法に係る最終異動日等 

（１）この預金について、休眠預金等活用法における最終異動日等と

は、次に掲げる日のうち最も遅い日をいうものとします。 

① 「当金庫ウェブサイトに掲げる」異動が最後にあった日 

② 将来における預金に係る債権の行使が期待される事由として

次項で定めるものについては、預金に係る債権の行使が期待

される日として次項において定める日 

③ 当金庫が預金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に

定める事項の通知を発した日、ただし、当該通知が預金者に

到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過し

た場合（１か月を経過する日または当金庫があらかじめ預金

保険機構に通知した日のうちいずれか遅い日までに通知が預

金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この預金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に

該当することとなった日 

（２）第１項第２号において、将来における預金に係る債権の行使が期
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待される事由とは、次の各号に掲げる事由のみをいうものとし、預

金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げる事由

に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 預入期間、計算期間または償還期間の末日（自動継続扱いの

預金にあっては、初回満期日） 

 

２８．休眠預金等代替金に関する取扱い 

（１）この預金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法に

もとづきこの預金に係る債権は消滅し、預金者等は、預金保険機構

に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 

（２）前項の場合、預金者等は、当金庫を通じてこの預金に係る休眠預

金等代替金債権の支払を請求することができます。この場合にお

いて、当金庫が承諾したときは、預金者は、当金庫に対して有して

いた預金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の

支払を受けることができます。 

（３）預金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたと

きは、休眠預金等活用法第７条第２項による申出および支払の請

求をすることについて、あらかじめ当金庫に委任します。 

① この預金について、振込み、口座振替その他の方法により、

第三者からの入金または当行からの入金であって法令または

契約に定める義務にもとづくもの（利子の支払に係るものを

除きます。）が生じたこと 

② この預金について、手形または小切手の提示その他の第三者

による債権の支払の請求が生じたこと（当金庫が当該支払の

請求を把握することができる場合に限ります。） 

③ この預金に係る休眠預金等代替金の支払を債権の目的とする

強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分

を含みます。）が行われたこと 

④ この預金に係る休眠預金等代替金の一部の支払が行われたこ

と 

（４）当金庫は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、預金者等

に代わって第３項による休眠預金等代替金の支払を請求すること

を約します。 

① 当金庫がこの預金に係る休眠預金等代替金について、預金保

険機構から支払等業務の委託を受けていること 

② この預金について、第３項第２号に掲げる事由が生じた場合

には、当該支払への請求に応じることを目的として預金保険

機構に対して休眠預金等代替金の支払を請求すること 

③ 前項にもとづく取扱いを行う場合には、預金者等が当金庫に

対して有していた預金債権を取得する方法によって支払うこ

と 

 

２９．取引の制限等 

（１）当金庫は、預金者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把

握するため、提出期限を指定して各種確認や資料の提出を求める

ことがあります。預金者から正当な理由なく指定した期限までに

回答いただけない場合には、入金、払戻し等の本規定にもとづく取

引の一部を制限する場合があります。 

（２）日本国籍を保有せず本邦に居住する預金者は、当金庫の求めに応

じ適法な在留資格・在留期間を保持している旨を当金庫所定の方

法により届出るものとします。当該預金者が当金庫に届出た在留

期間が超過した場合、入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一

部を制限することができるものとします。 

（３）前二項の各種確認や資料の提出の求めに対する預金者の回答、具

体的な取引の内容、預金者の説明内容およびその他の事情を考慮

して、当金庫がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、もしくは

経済制裁関係法令等への抵触のおそれがあると判断した場合には、

入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一部を制限する場合が

あります。 

（４）前三項に定めるいずれの取引の制限についても、預金者からの説

明等にもとづき、マネー・ローンダリング、テロ資金供与、または

経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的に解消されたと当

金庫が認める場合、当金庫は当該取引の制限を解除します。 

 

３０．規定の変更 

（１）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、店頭表示、ホームページ

掲載その他相当の方法で周知することにより、変更できるものと

します。 

（２）前項の変更は、公表の際に定める相当の期間を経過した日から適

用されるものとします。 

以 上 

（2020 年 4 月 1 日現在） 

 

総合口座取引規定 
 

１．総合口座取引契約の成立 

（１）次の各取引は、総合口座として利用すること（以下「この取引」

といいます。）ができます。この取引は、お客様から当金庫所定の

申込書の提出を受け、当金庫がこれを承諾することにより契約が

成立するものとします。 

① 普通預金（利息の付さない旨の約定のある決済用普通預金を

含みます。以下同じです。） 

② 期日指定定期預金、自由金利型定期預金（Ｍ型）および自由

金利型定期預金（以下これらを「定期預金」といいます。） 

③ 第２号の定期預金を担保とする当座貸越。 

（２）普通預金については、単独で利用することができます。 

（３）第１項第１号から第３号までの各取引については、この規定の定

めによるほか、当金庫の当該各取引の規定により取扱います。 

 

２．取扱店の範囲 

（１）普通預金は、当金庫本支店のどこの店舗でも預入れまたは払戻し

（当座貸越を利用した普通預金の払戻しを含みます。）ができます。 

（２）定期預金の預入れは、当金庫所定の金額以上とし、これらの預金

の預入れ、解約または書替継続は当金庫本支店のどこの店舗でも

取扱います。 

 

３．定期預金の自動継続 

（１）定期預金は、満期日に前回と同一の期間の預金に自動的に継続し

ます。ただし、期日指定定期預金は、通帳の定期預金・担保明細欄

記載の最長預入期限に期日指定定期預金に自動的に継続します。 

（２）継続された預金についても前項と同様とします。 

（３） 継続を停止するときは、満期日（継続をしたときはその満期日）

までにその旨を当金庫本支店に申出てください。ただし、期日指定

定期預金については、最長預入期限（継続をしたときはその最長預

入期限）までにその旨を当金庫本支店に申出てください。 

 

４．預金の払戻し等 

（１）普通預金の払戻しまたは定期預金の解約、書替継続をするとき

は、当金庫所定の払戻請求書に届出の印章により記名押印して、こ

の通帳とともに提出してください。 

（２）前項における普通預金の払戻しまたは定期預金の解約、書替継続

手続に加え、普通預金の払戻しを受けることまたは定期預金の解

約、書替継続手続を行うことについて正当な権限を有することを

確認するための本人確認書類の提示等の手続を求めることがあり

ます。この場合、当金庫が必要と認めるときは、この確認ができる

までは普通預金の払戻しまたは定期預金の解約、書替継続の手続

を行いません。 

（３）普通預金から各種料金等の自動支払いをするときは、あらかじめ

当金庫所定の手続をしてください。 

（４）普通預金から同日に数件の支払いをする場合に、その総額が払戻

すことができる金額（当座貸越を利用できる範囲内の金額を含み

ます。）をこえるときは、そのいずれを支払うかは当金庫の任意と

します。 

 

５．預金利息の支払い 

（１）普通預金（ただし、利息を付さない旨の約定のある決済用普通預

金を除きます。）の利息は、毎年３月と９月の当金庫所定の日に、

普通預金に組入れます。 

（２）定期預金の利息は、元金に組入れる場合および中間払利息を中間

利息定期預金とする場合を除き、その利払日に普通預金に入金し

ます。現金で受取ることはできません。 

 

６．当座貸越 

（１）普通預金について、その残高をこえて払戻しの請求または各種料

金等の自動支払いの請求があった場合には、当金庫はこの取引の

定期預金を担保に不足額を当座貸越として自動的に貸出し、普通

預金へ入金のうえ払戻しまたは自動支払いします。 

（２） 前項による当座貸越の限度額（以下「極度額」といいます。）は、

この取引の定期預金の合計額の 90％（1,000円未満は切捨てます。）

または 1,000 万円のうちいずれか少ない金額とします。 

（３）第１項による貸越金の残高がある場合には、普通預金に受入れま

たは振込まれた資金（受入れた証券類の金額は決済されるまでこ

の資金から除きます。）は貸越金残高に達するまで自動的に返済に

あてます。なお、貸越金の利率に差異がある場合には、後記第８条

第１項第１号の貸越利率の高い順にその返済にあてます。 
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７．貸越金の担保 

（１）この取引に定期預金があるときは、第２項の順序に従い、その合

計額について 1,112 万円を限度に貸越金の担保として質権を設定

します。 

（２）この取引に定期預金があるときは、後記第８条第１項第１号の貸

越利率の低いものから順次担保とします。なお、貸越利率が同一と

なる定期預金が数口ある場合には、預入日（継続をしたときはその

継続日）の早い順序に従い担保とします。 

（３） 

① 貸越金の担保となっている定期預金について解約または（仮）

差押があった場合には、前条第２項により算出される金額に

ついては、解約された預金の金額または（仮）差押にかかる

預金の全額を除外することとし、前各項と同様の方法により

貸越金の担保とします。 

② 前号の場合、貸越金が新極度額をこえることとなるときは、直

ちに新極度額をこえる金額を支払ってください。 

 

８．貸越金利息等 

（１） 

① 貸越金の利息は、付利単位を１円とし、毎年３月と９月の当

金庫所定の日に、１年を 365 日として日割計算のうえ普通預

金から引落しまたは貸越元金に組入れます。この場合の貸越

利率は、次のとおりとします。 

Ａ 期日指定定期預金を貸越金の担保とする場合 

その期日指定定期預金ごとにその「２年以上」の利率に年

0.5％を加えた利率 

Ｂ 自由金利型定期預金（Ｍ型）を貸越金の担保とする場合 

その自由金利型定期預金（Ｍ型）ごとにその約定利率に年

0.5％を加えた利率 

Ｃ 自由金利型定期預金を貸越金の担保とする場合 

その自由金利型定期預金ごとにその約定利率に年 0.5％

を加えた利率 

② 前号の組入れにより極度額をこえる場合には、当金庫からの

請求がありしだい直ちに極度額をこえる金額を支払ってくだ

さい。 

③ この取引の定期預金の全額の解約により、定期預金の残高が

零となった場合には、第１号にかかわらず貸越金の利息を同

時に支払ってください。 

（２）貸越利率については、金融情勢の変化により変更することがあり

ます。この場合の新利率の適用は当金庫が定めた日からとします。 

（３）当金庫に対する債務を履行しなかった場合の損害金の割合は、年

14.6％（年 365 日の日割計算）とします。 

 

９．届出事項の変更、通帳の再発行等 

（１）通帳や印章を失ったとき、または、印章、氏名、住所、職業また

は事業内容、取引を行う目的、その他の届出事項に変更があったと

きは、直ちに書面によって届出てください。この届出の前に、届出

を行わなかったことにより生じた損害については、当金庫に過失

がある場合を除き、当金庫は責任を負いません。 

（２）この通帳または印章を失った場合の普通預金の払戻し、解約、定

期預金の元利金の支払い、または通帳の再発行は、当金庫所定の手

続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証

人を求めることがあります。 

（３）届出のあった氏名、住所にあてて当金庫が通知または送付書類を

発送した場合には、延着しまたは到達しなかったときでも通常到

達すべき時に到達したものとみなします。 

（４）通帳を再発行する場合には、当金庫所定の手数料をいただきま

す。 

 

１０．成年後見人等の届出 

（１）家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合に

は、直ちに書面によって成年後見人等の氏名その他必要な事項を

届出てください。また、預金者の補助人・保佐人・後見人について、

家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときも、

同様に当金庫に届出てください。 

（２）家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がなされた場合

には、直ちに書面によって任意後見人の氏名その他必要な事項を

届出てください。 

（３）すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、または任

意後見監督人の選任がなされている場合にも、前二項と同様に、直

ちに書面によって届出てください。 

（４） 前三項の届出事項に取消または変更等が生じた場合にも同様に、

直ちに書面によって届出てください。 

（５）前四項の届出の前に、当金庫が過失なく預金者またはその成年後

見人等の行為能力に制限がないと判断して行った払戻しは有効な

払戻しとします。 

 

１１．印鑑照合等 

この取引において払戻請求書、諸届その他の書類に使用された印

影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認め

るとともに、払戻請求者の預金払戻権限について疑うに足りる特段

の事情がないと当金庫が過失なく判断して行った払戻しは有効な払

戻しとします。 

なお、預金者は、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻し

の額または不正な解約、書替継続による払戻しの額に相当する金額

について、次条により補てんを請求することができます。 

 

１２．盗難通帳による払戻し等 

（１）盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻しまたは不正な解

約、書替継続による払戻し（以下、本条において「当該払戻し」と

いいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、預金

者は当金庫に対して当該払戻しの額およびこれにかかる手数料・

利息に相当する金額の補てんを請求することができます。 

① 通帳の盗難に気づいてからすみやかに、当金庫への通知が行

われていること。 

② 当金庫の調査に対し、預金者より十分な説明が行われている

こと。 

③ 当金庫に対し、警察署に被害届を提出していることその他の

盗難にあったことが推測される事実を確認できるものを示し

ていること。 

（２）前項の請求がなされた場合、当該払戻しが預金者の故意による場

合を除き、当金庫は、当金庫へ通知が行われた日の 30 日（ただし、

当金庫に通知することができないやむをえない事情があることを

預金者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を

加えた日数とします。）前の日以降になされた払戻しの額およびこ

れにかかる手数料・利息に相当する金額（以下「補てん対象額」と

いいます。）を前条本文にかかわらず補てんするものとします。  

   ただし、当該払戻しが行われたことについて、当金庫が善意無過

失であることおよび預金者に過失（重過失を除く）があることを当

金庫が証明した場合には、当金庫は補てん対象額の４分の３に相

当する金額を補てんするものとします。 

（３）前二項の規定は、第１項にかかる当金庫への通知が、通帳が盗取

された日（通帳が盗取された日が明らかでないときは、盗取された

通帳を用いて行われた不正な預金払戻しが最初に行われた日。）か

ら、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものと

します。 

（４）第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当金

庫が証明した場合には、当金庫は補てんしません。 

① 当該払戻しが行われたことについて当金庫が善意かつ無過失

であり、かつ、次のいずれかに該当すること。 

Ａ 当該払戻しが預金者の重大な過失により行われたこと。 

Ｂ 預金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同

居人、または家事使用人によって行われたこと。 

Ｃ 預金者が、被害状況についての当金庫に対する説明におい

て、重要な事項について偽りの説明を行ったこと。 

② 通帳の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に

乗じまたはこれに付随して行われたこと。 

（５）当金庫が当該預金について預金者に払戻しを行っている場合に

は、この払戻しを行った額の限度において、第１項にもとづく補て

んの請求には応じることはできません。また、預金者が、当該払戻

しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、

その受けた限度において同様とします。 

（６）当金庫が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補

てんを行った金額の限度において、当該預金にかかる払戻請求権

は消滅します。 

（７）当金庫が第２項の規定により補てんを行ったときは、当金庫は、

当該補てんを行った金額の限度において、盗取された通帳により

不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して預金者が有する

損害賠償請求権または不当利得請求権を取得するものとします。 

 

１３．即時支払 

（１）次の各号の一つにでも該当した場合に貸越元利金等があるとき

は、当金庫からの請求がなくても、それらを支払ってください。 

① 支払いの停止または破産、民事再生手続開始の申立があった

とき。 
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② 預金者に相続の開始があったことを当金庫が知ったとき。 

③ 第８条第１項第２号により極度額をこえたまま６か月を経過

したとき。 

④ 行方不明や住所変更の届出を怠るなどにより、預金者の所在

が明らかでなくなったことを当金庫が知ったとき。 

（２）次の各場合に貸越元利金等があるときは、当金庫からの請求があ

りしだい、それらを支払ってください。 

① 当金庫に対する債務の一つでも返済が遅れているとき。 

② その他債権の保全を必要とする相当の事由が生じたとき。 

 

１４．解約等 

（１）普通預金口座を解約するときは、当金庫所定の払戻請求書に届出

の印章により記名押印して、通帳とともに当金庫本支店に提出し

てください。 

この場合、この取引は終了するものとし、貸越元利金等がある

ときはそれらを支払ってください。なお、この通帳に定期預金の

記載がある場合で、定期預金の残高があるときは、別途に定期預

金証書（通帳）を発行します。 

（２）前項の解約手続に加え、この預金の解約手続を行うことについて

正当な権限を有することを確認するための本人確認書類の提示等

の手続を求めることがあります。この場合、当金庫が必要と認める

ときは、この確認ができるまでは解約手続を行いません。 

（３）第１項における記名押印は、個人である預金者本人による手続の

場合に限り、当金庫が認めたときは、届出の印章の押印を受けず本

人の署名をもってこれに替えることができます。 

（４）前条各項の事由があるときは、当金庫はいつでも貸越を中止しま

たは貸越取引を解約できるものとします。 

（５）次の各号の一にでも該当した場合には、当金庫はこの預金取引を

停止し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解約

することができるものとします。なお、通知により解約する場合、

到達のいかんにかかわらず、当金庫が解約の通知を届出のあった

氏名、住所にあてて発信した時に解約されたものとします。 

① この預金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場

合または預金口座の名義人の意思によらずに開設されたこと

が明らかになった場合 

② この預金の預金者が第 16 条第１項に違反した場合 

③ この預金がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制

裁関係法令等に抵触する取引に利用され、またはそのおそれ

があると合理的に認められる場合 

④ 法令で定める本人確認等における確認事項、および第 18 条第

１項で定める当金庫からの通知等による各種確認や提出され

た資料が偽りである場合 

⑤ 第 18 条第１項から第３項に定める取引等の制限に係る事象

が一定期間解消されない場合 

⑥ この預金が法令や公序良俗に反する行為に利用され、または

そのおそれがあると認められる場合 

（６）前項のほか、次の各号の一つにでも該当し、預金者との取引を継

続することが不適切である場合には、当金庫はいつでも取引を停

止し、または通知することによりこの取引を解約することができ

るものとします。通知により解約する場合、到着のいかんにかかわ

らず、当金庫が解約の通知を届出のあった氏名、住所にあてて発信

した時に解約されたものとします。この取引を解約した場合にお

いて、貸越元利金等があるときはそれらを支払ってください。なお、

この解約によって生じた損害金については、当金庫は責任を負い

ません。また、この解約により当金庫に損害が生じたときは、その

損害額を支払ってください。 

① 預金者が口座開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申

告をしたことが判明した場合 

② 預金者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から

５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総

会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、

その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」とい

います。）に該当し、または次のいずれかに該当することが判

明した場合 

Ａ 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有

すること。 

Ｂ 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる

関係を有すること。 

Ｃ 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または

第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力

団員等を利用していると認められる関係を有すること。 

Ｄ 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与す

るなどの関与をしていると認められる関係を有すること。 

Ｅ 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等

と社会的に非難されるべき関係を有すること。 

③ 預金者が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一つに

でも該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行

為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当金庫の信

用を毀損し、または当金庫の業務を妨害する行為 

Ｅ その他前ＡからＤに準ずる行為 

 

１５．差引計算等 

（１）この取引による債権を履行しなければならない場合には、当金庫

は次のとおり取扱うことができるものとします。 

① この取引の定期預金については、その満期日前でも貸越元利

金等と相殺できるものとします。また、相殺できる場合は事

前の通知および所定の手続を省略し、この取引の定期預金を

払戻し、貸越元利金等の弁済にあてることもできるものとし

ます。 

② 前号により、なお残りの債務がある場合には直ちに支払って

ください。 

③ 第１号から第２号により、なお普通預金の残高がある場合に

は、この通帳を持参のうえ、当金庫に申出てください。この

場合、当金庫は相当の期間をおき、必要な書類等の提出また

は保証人を求めることがあります。 

（２）前項によって差引計算等をする場合、債権債務の利息および損害

金の計算については、その期間を計算実行の日までとし、定期預金

の利率はその約定利率とします。 

 

１６．譲渡、質入れの禁止 

（１）普通預金、定期預金その他のこの取引にかかるいっさいの権利お

よびこの通帳は、譲渡または質入れすることはできません。 

（２）当金庫がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、

当金庫所定の書式により行います。 

 

１７．保険事故発生時における預金者からの相殺 

（１）定期預金は、満期日が未到来であっても、当金庫に預金保険法の

定める保険事故が生じた場合には、当金庫に対する借入金等の債

務と相殺する場合にかぎり当該相殺額について期限が到来したも

のとして、相殺することができます。なお、定期預金が第７条第１

項により貸越金の担保となっている場合にも同様の取扱いとしま

す。 

（２）前項により相殺する場合には、次の手続によるものとします。  

① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務があ

る場合には充当の順序方法を指定のうえ、当金庫所定の払戻

請求書に届出の印章により記名押印してこの通帳とともに直

ちに当金庫に提出してください。ただし、相殺により貸越金

が新極度額をこえることとなるときは、新極度額をこえる金

額を優先して貸越金に充当することとします。 

② 前号の充当の指定がない場合には、当金庫の指定する順序方

法により充当いたします。 

③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれが

ある場合には、当金庫は遅滞なく異議を述べ、担保・保証の

状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものと

します。 

（３）第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとし

ます。 

① 定期預金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当

金庫に到達した日の前日までとして、利率は約定利率を適用

するものとします。 

② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算につい

ては、その期間を相殺通知が当金庫に到達した日までとして、

利率、料率は当金庫の定めによるものとします。また、借入

金等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱い

については当金庫の定めによるものとします。 

（４）第１項により相殺する場合の外国為替相場については当金庫の

計算実行時の相場を適用するものとします。 

（５）第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手

続きについて別の定めがあるときには、その定めによるものとし

ます。ただし、借入金の期限前弁済等について当金庫の承諾を要す

る等の制限がある場合においても相殺することができるものとし

ます。 
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１８．取引の制限等 

（１）当金庫は、預金者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把

握するため、提出期限を指定して各種確認や資料の提出を求める

ことがあります。預金者から正当な理由なく指定した期限までに

回答いただけない場合には、入金、払戻し等の本規定にもとづく取

引の一部を制限する場合があります。 

（２）日本国籍を保有せず本邦に居住する預金者は、当金庫の求めに応

じ適法な在留資格・在留期間を保持している旨を当金庫所定の方

法により届出るものとします。当該預金者が当金庫に届出た在留

期間が超過した場合、入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一

部を制限することができるものとします。 

（３）前二項の各種確認や資料の提出の求めに対する預金者の回答、具

体的な取引の内容、預金者の説明内容およびその他の事情を考慮

して、当金庫がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、もしくは

経済制裁関係法令等への抵触のおそれがあると判断した場合には、

入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一部を制限する場合が

あります。 

（４）前三項に定めるいずれの取引の制限についても、預金者からの説

明等にもとづき、マネー・ローンダリング、テロ資金供与、または

経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的に解消されたと当

金庫が認める場合、当金庫は当該取引の制限を解除します。 

 

１９．未利用口座管理手数料 

（１）未利用口座管理手数料は、別に定める未利用口座が対象となりま

す。  

（２）この預金口座が未利用口座になった場合は、この預金口座から払

戻請求書等によらず別に定める未利用口座管理手数料を引落しま

す。  

（３） この預金口座の残高が未利用口座管理手数料に満たない場合は、

残高全額を未利用口座管理手数料の一部として引落し、預金者に

通知することなくこの預金口座を解約します。 

（４）前二項で引落した手数料は返却しません。 

 

２０．規定の変更  

（１）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、店頭表示、ホームページ

掲載その他相当の方法で周知することにより、変更できるものと

します。 

（２）前項の変更は、公表の際に定める相当の期間を経過した日から適

用されるものとします。 

以 上 

（2021 年 11 月 1 日現在） 

 

 

しんきん通帳アプリ総合口座開設規約 
 

１．総合口座取引契約の成立 

（１）次の各取引は、総合口座として利用すること（以下「この取引」

といいます。）ができます。この取引は、お客様が「北伊勢上野信

用金庫 しんきん通帳レス口座」に関する特約（以下「この特約」

といいます。）に同意いただき、当金庫がこれを承諾することによ

り契約が成立するものとします。 

①普通預金（利息の付さない旨の約定のある決済用普通預金を含

みます。以下同じです。） 

②自由金利型定期預金（Ｍ型） 

③自動継続自由金利型定期預金（Ｍ型） 

④第２号の定期預金を担保とする当座貸越。 

（２）普通預金については、単独で利用することができます。 

（３）第１項第１号から第３号までの各取引については、この特約の定

めによるほか、当金庫の当該各取引の規定により取扱います。 

以 上 

（2025 年 2 月 25 日現在） 

 

 

しんきん通帳アプリ 

通帳式定期預金口座開設規約 
 

１．通帳式定期預金口座取引契約の成立 

（１）次の各取引は、通帳式定期預金口座として利用すること（以下

「この取引」といいます。）ができます。この取引は、お客様が「北

伊勢上野信用金庫 しんきん通帳レス口座」に関する特約（以下

「この特約」といいます。）に同意いただき、当金庫がこれを承諾

することにより契約が成立するものとします。 

①自由金利型定期預金（Ｍ型） 

②自動継続自由金利型定期預金（Ｍ型） 

（２）第１項第１号から第２号までの各取引については、この特約の定

めによるほか、当金庫の当該各取引の規定により取扱います。 

以 上 

（2025 年 2 月 25 日現在） 

 

 

普通預金規定（決済用普通預金を含む） 
 

１．預金契約の成立および取扱店の範囲 

普通預金および決済用普通預金（以下「この預金」といいます。）

は、お客様から当金庫所定の申込書の提出を受け、当金庫がこれを

承諾することにより契約が成立するものとします。また、この預金

は、当金庫本支店のどこの店舗でも預入れまたは払戻しができます。 

 

２．預金の払戻し 

（１）この預金を払戻すときは、当金庫所定の払戻請求書に届出の印章

により記名押印してこの通帳とともに提出してください。 

（２）前項の払戻しの手続に加え、当該預金の払戻しを受けることにつ

いて正当な権限を有することを確認するための本人確認書類の提

示等の手続を求めることがあります。この場合、当金庫が必要と認

めるときは、この確認ができるまでは払戻しを行いません。 

（３）この預金口座から各種料金等の自動支払いをするときは、あらか

じめ当金庫所定の手続きをしてください。 

（４）同日に数件の支払いをする場合にその総額が預金残高をこえる

ときは、そのいずれを支払うかは当金庫の任意とします。 

 

３．利 息 

この預金の利息は、毎日の最終残高（受入れた証券類の金額は決

済されるまでこの残高から除きます。）1,000 円以上について付利単

位を 100 円として、店頭表示する毎日の利率によって計算のうえ毎

年３月と９月の当金庫所定の日に、この預金に組入れます。なお、

利率は金融情勢に応じて変更します。ただし、利息をつけない旨の

約定のある決済用普通預金には利息をつけません。 

 

４．未利用口座管理手数料 

（１）未利用口座管理手数料は、別に定める未利用口座が対象となりま

す。  

（２）この預金口座が未利用口座になった場合は、この預金口座から払

戻請求書等によらず別に定める未利用口座管理手数料を引落しま

す。  

（３） この預金口座の残高が未利用口座管理手数料に満たない場合は、

残高全額を未利用口座管理手数料の一部として引落し、預金者に

通知することなくこの預金口座を解約します。 

（４）前二項で引落した手数料は返却しません。 

 

５．規定の変更  

（１）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、店頭表示、ホームページ

掲載その他相当の方法で周知することにより、変更できるものと

します。 

（２）前項の変更は、公表の際に定める相当の期間を経過した日から適

用されるものとします。 

 

この預金には、本規定のほか、「普通預金（決済用普通預金を含む）、

貯蓄預金、納税準備預金共通規定」が適用されます。 

以 上 

（2021 年 11 月 1 日現在） 

 

 

しんきん通帳レス口座に関する特約 
 

１．特約の適用範囲等 

（１）この特約は、「北伊勢上野信用金庫 しんきん通帳レス口座」（以

下「通帳レス口座という。）に適用される事項を定めます。 

（２）この特約は、次の規定（以下「関連規定」という。）の一部を構

成するとともに関連規定と一体として取り扱われるものとし、こ

の特約に定めがある事項はこの特約の定めが適用され、この特約

に定めがない事項に関しては関連規定が適用されるものとします。 

①総合口座取引規定 
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②普通預金規定（決済用預金を含む） 

③普通預金（決済用預金を含む）、貯蓄預金、納税準備預金共通規

定 

④自由金利型定期預金（Ｍ型）規定 

⑤自動継続自由金利型定期預金（Ｍ型）規定 

⑥定期預金共通規定 

 

２．通帳レス口座 

（１）通帳レス口座とは、個人のお客さまを対象とし、通帳の発行に代

えて『しんきん通帳アプリ』の利用により入出金明細を確認いただ

く普通預金口座をいいます。 

（２） 預金口座の開設にあたっては、当金庫所定の手続きにより通帳

を発行する預金口座（以下「有通帳口座」という。）のほか、通帳

レス口座を選択できるものとします。 

（３）通帳レス口座は、キャッシュカードの発行および『しんきん通帳

アプリ』へ対象となる預金口座の登録を必須とします。 

 

３．取扱店の範囲 

（１）通帳レス口座は、原則、現金自動預入払出兼用機（現金自動預金

機および現金自動支払機を含みます。）のご利用、またはインター

ネットバンキングのご利用によりお取引いただきます。ただし、現

金自動預入払出兼用機を使用した通帳によるお取引（振替入金、定

期入金等）はご利用いただけません。 

（２）当金庫の店舗をご利用の場合、通帳レス口座は、預金口座を開設

した店舗のほか当金庫本支店いずれの店舗でもお取引いただけま

す。 

 

４．入出金明細の確認 

（１）通帳レス口座の入出金明細は、『しんきん通帳アプリ』によりご

確認いただけます。 

（２）前項の方法による入出金明細の確認可能期間は、当金庫所定の期

間とします。 

 

５．有通帳口座から通帳レス口座への切替え 

（１） 有通帳口座から通帳レス口座への切替えは、『しんきん通帳アプ

リ』により切替えることができるものとします。 

（２）有通帳口座を通帳レス口座へ切替えた場合、有通帳口座の通帳は

通帳レス口座へ切替えた時点でご利用いただけなくなります。 

（３）切替時点で通帳に記帳されていない入出金明細は、通帳に記帳い

たしません。当該入出金明細は、切替日の翌々日から、『しんきん

通帳アプリ』で確認することができます。なお、切替前に通帳に記

帳されている入出金明細については、本アプリでの確認はできま

せん。 

（４） 有通帳口座から通帳レス口座へ切替えた当日以降の入出金明細

は、『しんきん通帳アプリ』で確認ができます。 

 

６．通帳レス口座から有通帳口座への切替え 

（１）当金庫所定の手続きにより、通帳レス口座から有通帳口座へ切替

えることができるものとします。 

（２）通帳レス口座を『しんきん通帳アプリ』から削除した場合、また

は各種事情により同サービスがご利用できない場合は、有通帳口

座への切替が必要となります。 

（３）新たに発行する通帳には、有通帳口座への切替えた時点以降の入

出金明細を記帳します。 

（４）切替えには、当金庫所定の通帳発行手数料を申し受けます。 

 

７．預金の受入れ 

店頭で通帳レス口座に現金、手形、小切手等を受け入れるときは、

当金庫所定の書類の提出のほか、対象となる預金口座のキャッシュ

カードの提示または『しんきん通帳アプリ』における有効な口座情

報の提示が必要です。ご提出等がない場合、当金庫所定の振込手数

料を申し受ける場合があります。 

 

８．預金の払戻し等 

（１）店頭における通帳レス口座のお取引をするときは、当金庫所定の

書類の提出のほか、対象となる預金口座のキャッシュカードの提

示または『しんきん通帳アプリ』における有効な口座情報の提示を

求めることがあります。 

（２）当金庫は、前項のお取引の手続きに加え、当該預金のお取引を行

うことについて正当な権限を有することを確認するための本人確

認書類の提示等の手続きを求めることがあります。この場合、当金

庫が必要と認めるときは、この確認ができるまではお取引を行い

ません。 

 

９．『しんきん通帳アプリ』による定期預金取引に関する注意事項 

（１）『しんきん通帳アプリ』により当金庫所定の定期預金取引を行う

ことができます。定期預金口座開設、新約及び預入については、『し

んきん通帳アプリ』に普通預金口座または総合口座の普通預金部

分（通帳レス口座を含む。）をご登録いただく場合に受け付けます

（以下本条において、ご登録いただいた普通預金口座を「登録普通

預金口座」という）。 

（２）本アプリを利用した定期預金取引においては、本アプリでの表示

により通帳・証書の記載に代えることがあります。 

（３）『しんきん通帳アプリ』における定期預金の解約の場合、元金と

利息を登録普通預金口座、またはお客様が指定するお客様名義の

他の普通預金口座（登録普通預金口座と同一の信用金庫および同

一の店舗の普通預金口座に限る。）へ振り替えます。 

（４）当金庫が特に定める場合を除き、『しんきん通帳アプリ』にて開

設した定期預金口座については、登録普通預金口座のお取引店と

し、届出印鑑は登録普通預金口座の届出印鑑と共通とします。 

（５） 定期預金の預入れ・解約の取消を行う場合は、店頭での手続き

が必要になりますので、店頭にてお申し出ください。 

 

１０．通帳レス口座の解約 

（１）通帳レス口座を解約する場合には、対象となる預金口座のキャッ

シュカードの提示または『しんきん通帳アプリ』における有効な口

座情報の提示が必要です。 

（２）通帳レス口座を解約した時点で、『しんきん通帳アプリ』では、

対象となる預金口座の入出金明細の確認ができなくなります。 

（３）通帳レス口座の解約後において、店頭にて対象となる預金口座の

入出金明細を発行する場合には、当金庫所定の手数料を申し受け

ます。 

 

１１．特約の変更 

（１）この特約の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、当金庫ウェブサイトへ

の掲載による公表その他相当の方法で周知することにより、変更

できるものとします。 

（２）前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用されるも

のとします。 

以 上 

（2025 年 2 月 25 日現在） 

 

 

貯蓄預金規定 
 

１．預金契約の成立および取扱店の範囲 

貯蓄預金（以下「この預金」といいます。）は、お客様から当金庫

所定の申込書の提出を受け、当金庫がこれを承諾することにより契

約が成立するものとします。また、この預金は、当金庫本支店のど

この店舗でも預入れまたは払戻しができます。 

 

２．預金の払戻し 

（１）この預金を払戻すときは、当金庫所定の払戻請求書に届出の印章

により記名押印してこの通帳とともに提出してください。 

（２）前項の払戻しの手続に加え、当該預金の払戻しを受けることにつ

いて正当な権限を有することを確認するための本人確認書類の提

示等の手続を求めることがあります。この場合、当金庫が必要と認

めるときは、この確認ができるまでは払戻しを行いません。 

 

３．自動支払い等 

この預金口座からは、各種料金等の自動支払いをすることはでき

ません。また、この預金口座を給与、年金、配当金および公社債元

利金の自動受取口座として指定することはできません。 

 

４．利 息 

この預金の利息は、毎日の最終残高（受入れた証券類の金額は決

済されるまでこの残高から除きます。以下同じです。）1,000 円以上

について付利単位を１円として、店頭に表示する毎日の金額階層区

分別の利率によって計算のうえ、毎年３月と９月の当金庫所定の日

に、この預金に組入れます。なお、利率は、金融情勢に応じて変更

します。 

 

５．未利用口座管理手数料 

（１）未利用口座管理手数料は、別に定める未利用口座が対象となりま

す。  



北伊勢上野信用金庫 

12 

 

（２）この預金口座が未利用口座になった場合は、この預金口座から払

戻請求書等によらず別に定める未利用口座管理手数料を引落しま

す。  

（３） この預金口座の残高が未利用口座管理手数料に満たない場合は、

残高全額を未利用口座管理手数料の一部として引落し、預金者に

通知することなくこの預金口座を解約します。 

（４）前二項で引落した手数料は返却しません。 

 

６．規定の変更 

（１）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、店頭表示、ホームページ

掲載その他相当の方法で周知することにより、変更できるものと

します。 

（２）前項の変更は、公表の際に定める相当の期間を経過した日から適

用されるものとします。 

 

この預金には、本規定のほか、「普通預金（決済用普通預金を含

む）、貯蓄預金、納税準備預金共通規定」が適用されます。 

以 上 

（2021 年 11 月 1 日現在） 

 

 

貯蓄預金スウィングサービス規定 
 

１．貯蓄預金スウィングサービス（以下「このサービス」といいます。）

は、お客様から当金庫所定の申込書の提出を受け、当金庫がこれを承

諾することにより契約が成立するものとします。また、このサービス

は、貯蓄預金規定にかかわらず、次による預金間の自動振替を取り扱

います。 

  普通預金口座からの自動支払いによる貯蓄預金口座への振替（以

下「順スウィング」といいます）および、貯蓄預金口座からの自動支

払いによる普通預金口座への振替（以下「逆スウィング」といいま

す）。 

 

２．このサービスによる預金間の自動振替は、次により取り扱います。 

① 順スウィングでは、振替指定日に普通預金口座から預金口座

振替により引落し、貯蓄預金口座への振替を行います。 

ただし、振替の結果、貯蓄預金残高が当該貯蓄預金の基準残

高 10 万円に満たない場合は、通知することなく振替は行いま

せん。 

② 逆スウィングでは、振替指定日に貯蓄預金口座から預金口座

振替により引落し、普通預金口座への振替を行います。 

ただし、振替の結果、貯蓄預金残高が 10 万円未満になる場合

は、通知することなく振替は行いません。 

なお、逆スウィング処理以前から、貯蓄預金残高が 10 万円未

満の場合は、不足額の振替を行います。 

③ 順スウィングサービス、逆スウィングサービスいずれの場合

も、受け入れた証券類の金額は決済されるまで該当する残高

から除きます。 

 

３．振替指定日が当金庫の休業日にあたる場合は、その翌営業日をもっ

て振替日とします。 

 

４．このサービスは順スウィング、逆スウィングとも貯蓄預金規定の自

動支払等の制限にかかわらず、自動振替を登録することができます。 

また、スウィングサービスは同一名義口座間に限り取り扱います。 

 

５．順スウィングの振替金額は、１万円以上１万円単位、逆スウィング

の振替金額は、１円単位とします。 

 

６．貯蓄預金スウィングサービス契約による口座振替における預金か

らの引落しにあたっては、普通預金規定および貯蓄預金規定にかか

わらず、普通預金通帳ならびに貯蓄預金通帳、および普通預金払戻請

求書、貯蓄預金払戻請求書の提出は不要とします。 

 

７．貯蓄預金スウィングサービス契約による口座振替については、口座

振替済の通知は省略するものとします。 

 

８．相続の開始等、貯蓄預金スウィングサービス契約の解約を必要とす

る相当の事由が生じたときは、その事由が生じた日に貯蓄預金スウ

ィングサービス契約は通知することなく解約いたします。 

この場合、あらためて貯蓄預金スウィングサービス申込書の提出が

ない限り取扱いません。 

 

９．貯蓄預金スウィングサービス申込書の内容を変更する場合ならび

にこの契約を解約する場合は、あらかじめ書面によって取引店に届出

てください。 

この届出の前に生じた損害については当金庫は責任を負いません。 

 

１０．この取扱いについて仮に紛議を生じても、当金庫の責によるもの

を除き当金庫は責任を負いません。 

 

１１．規定の変更 

（１）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、店頭表示、ホームページ

掲載その他相当の方法で周知することにより、変更できるものと

します。 

（２）前項の変更は、公表の際に定める相当の期間を経過した日から適

用されるものとします。 

以 上 

（2020 年 4 月 1 日現在） 

 

 

納税準備預金規定 
 

１．預金契約の成立および取扱店の範囲 

納税準備預金（以下「この預金」といいます。）は、お客様から当

金庫所定の申込書の提出を受け、当金庫がこれを承諾することによ

り契約が成立するものとします。また、この預金は、国税または地

方税（以下「租税」といいます。）納付の準備のためのもので、当金

庫本支店のどこの店舗でも預入れまたは払戻しができます。 

 

２．預金の払戻し 

（１）この預金は、預金者（または同居の親族）の租税納付にあてる場

合にかぎり払戻しができます。ただし、災害その他の事由で当金庫

がやむをえないと認めたときは租税納付以外の目的でも払戻しが

できます。 

（２）この預金を払戻すときは、当金庫所定の払戻請求書に届出の印章

により記名押印して通帳とともに当金庫に提出してください。 

（３）前二項の払戻しの手続に加え、当該預金の払戻しを受けることに

ついて正当な権限を有することを確認するための本人確認書類の

提示等の手続を求めることがあります。この場合、当金庫が必要と

認めるときは、この確認ができるまでは払戻しを行いません。 

（４）租税納付のためにこの預金を払戻すときは、同時に納付書、納税

告知書、その他租税納付に必要な書類を提出してください。この場

合、当金庫は直ちに租税納付の手続をします。ただし、当金庫で取

扱うことのできない租税については納付先宛の信用金庫振出小切

手を渡しますので、これにより納付してください。 

（５）この預金口座から租税の自動支払いをするときは、あらかじめ当

金庫所定の手続をしてください。同日に数件の支払いをする場合

にその総額が預金残高をこえるときは、そのいずれを支払うかは

当金庫の任意とします。 

 

３．利 息 

（１）この預金の利息は、毎日の最終残高（受入れた証券類の金額は決

済されるまでこの残高から除きます。）1,000 円以上については付

利単位を 100 円として、店頭表示の納税準備預金利率によって計

算のうえ、毎年３月と９月の当金庫所定の日に、この預金に組入

れます。なお、利率は当金庫任意の日に変更し、新利率は当金庫

が定めた日から適用します。 

（２）租税納付以外の目的でこの預金を払戻した場合および「普通預金

（決済用預金含む）、貯蓄預金、納税準備預金共通規定」第 10 条第

３項の規定によりこの預金を解約した場合、その払戻日が属する

利息計算期間中の利息は、店頭に表示する毎日の普通預金の利率

によって計算します。 

（３）前二項の利率は金融情勢に応じて変更します。 

（４）この利息には第２項の場合を除き所得税はかかりません。 

 

４．納税貯蓄組合法による特例 

この預金が納税貯蓄組合法にもとづき結成された組合の組合員が

行う納税準備預金（以下「納税貯蓄組合預金」といいます。）である

場合は、預金の払戻しおよび利息に つき次のとおり取扱います。 

① 納税貯蓄組合預金は第２条第１項の規定にかかわらず租税納

付以外の目的でも払戻しができます。 

② 租税納付以外の目的で払戻した場合、その払戻日が属する利

息計算期間中の利息は、第３条第２項と同様に普通預金の利
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率によって計算しますが、その払戻額の合計額が当該利息計

算期間中において納税貯蓄組合法に定める一定金額以下のと

きは、所得税はかかりません。 

 

５．規定の変更 

（１）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、店頭表示、ホームページ

掲載その他相当の方法で周知することにより、変更できるものと

します。 

（２）前項の変更は、公表の際に定める相当の期間を経過した日から適

用されるものとします。 

 

この預金には、本規定のほか、「普通預金（決済用普通預金を含む）、

貯蓄預金、納税準備預金共通規定」が適用されます。 

以 上 

（2020 年 4 月 1 日現在） 

 

 

普通預金（決済用普通預金を含む）、 

貯蓄預金、納税準備預金共通規定 
 

１．証券類の受入れ 

（１）この預金口座には、現金のほか、手形、小切手、配当金領収証そ

の他の証券で直ちに取立のできるもの（以下「証券類」といいま

す。）を受入れます。 

（２）手形要件（とくに振出日、受取人）、小切手要件（とくに振出日）

の白地はあらかじめ補充してください。当金庫は白地を補充する

義務を負いません。 

（３）証券類のうち裏書、受取文言等の必要があるものはその手続を済

ませてください。 

（４）手形、小切手を受入れるときは、複記のいかんにかかわらず、所

定の金額欄記載の金額によって取扱います。 

（５）証券類の取立のためとくに費用を要する場合には、店頭表示の代

金取立手数料に準じてその取立手数料をいただきます。 

 

２．振込金の受入れ 

（１）この預金口座には、為替による振込金を受入れます。ただし、預

金者より、当該振込みに係る入金拒絶の申し出が事前にある場合

には、入金の受入れをせず、資金を振込人に返還します。また、預

金者に相続が開始した後（当金庫が預金者の死亡届を受理した後）

の振込金は、入金の受入れをせず、資金を振込人に返還します。 

（２）この預金口座への振込について、振込通知の発信金融機関から重

複発信等の誤発信による取消通知があった場合には、振込金の入

金記帳を取消します。 

 

３．受入証券類の決済、不渡り 

（１）証券類は、受入店で取立、不渡返還時限の経過後その決済を確認

したうえでなければ、受入れた証券類の金額にかかる預金の払戻

しはできません。その払戻しができる予定の日は、通帳の摘要欄に

記載します。 

（２）受入れた証券類が不渡りとなったときは預金になりません。この

場合は直ちにその通知を届出の住所宛に発信するとともに、その

金額を預金元帳から引落し、その証券類は受入店で返却します。 

（３）前項の場合には、あらかじめ書面による依頼を受けたものにかぎ

り、その証券類について権利保全の手続きをします。 

 

４．届出事項の変更、通帳の再発行等 

（１）個人のこの預金の取引において、通帳や印章を失ったとき、また

は、印章、氏名、住所、職業または事業内容、取引を行う目的、そ

の他の届出事項に変更があったときは、直ちに書面によって届出

てください。この届出の前に、届出を行わなかったことにより生じ

た損害については、当金庫に過失がある場合を除き、当金庫は責任

を負いません。 

（２） 個人以外のこの預金の取引において、通帳や印章を失ったとき、

または、印章、名称、所在地、事業内容、取引を行う目的、法人の

場合の実質的支配者、その他の届出事項に変更があったときは、直

ちに書面によって届出てください。この届出の前に、届出を行わな

かったことにより生じた損害については、当金庫に過失がある場

合を除き、当金庫は責任を負いません。 

（３）通帳または印章を失った場合のこの預金の払戻し、解約または通

帳の再発行は当金庫所定の手続をした後に行います。この場合、相

当の期間をおき、また、保証人を求めることがあります。 

（４） 通帳を再発行（汚損等による再発行を含みます。）する場合には、

当金庫所定の手数料をいただきます。 

 

５．成年後見人等の届出 

（１）家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合に

は、直ちに書面によって成年後見人等の氏名その他必要な事項を

届出てください。また、預金者の補助人・保佐人・後見人について、

家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときも、

同様に当金庫に届出てください。 

（２）家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がなされた場合

には、直ちに書面によって任意後見人の氏名その他必要な事項を

届出てください。 

（３）すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、または任

意後見監督人の選任がなされている場合にも、前二項と同様に、直

ちに書面によって届出てください。 

（４） 前三項の届出事項に取消または変更等が生じた場合にも同様に、

直ちに書面によって届出てください。 

（５）前四項の届出の前に、当金庫が過失なく預金者またはその成年後

見人等の行為能力に制限がないと判断して行った払戻しは有効な

払戻しとします。 

 

６．印鑑照合等 

払戻請求書、諸届その他の書類に使用された印影を届出の印鑑と

相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めるとともに、払戻

請求者の預金払戻権限について疑うに足りる特段の事情がないと当

金庫が過失なく判断して行った払戻しは有効な払戻しとします。 

なお、個人のこの預金の取引において、預金者は、盗取された通

帳を用いて行われた不正な払戻しの額に相当する金額について、次

条により補てんを請求することができます。 

 

７．盗難通帳による払戻し等 

（１）個人のこの預金の取引において、盗取された通帳を用いて行われ

た不正な払戻し（以下、本条において「当該払戻し」といいます。）

については、次の各号のすべてに該当する場合、預金者は当金庫に

対して当該払戻しの額およびこれにかかる手数料・利息に相当す

る金額の補てんを請求することができます。 

① 通帳の盗難に気づいてからすみやかに、当金庫への通知が行

われていること。 

② 当金庫の調査に対し、預金者より十分な説明が行われている

こと。 

③ 当金庫に対し、警察署に被害届を提出していることその他の

盗難にあったことが推測される事実を確認できるものを示し

ていること。 

（２）前項の請求がなされた場合、当該払戻しが預金者の故意による場

合を除き、当金庫は、当金庫へ通知が行われた日の 30 日（ただし、

当金庫に通知することができないやむをえない事情があることを

預金者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を

加えた日数とします。）前の日以降になされた払戻しの額およびこ

れにかかる手数料・利息に相当する金額（以下「補てん対象額」と

いいます。）を前条本文にかかわらず補てんするものとします。  

ただし、当該払戻しが行われたことについて、当金庫が善意無過

失であることおよび預金者に過失 (重過失を除く )があることを当

金庫が証明した場合には、当金庫は補てん対象額の４分の３に相

当する金額を補てんするものとします。 

（３）前二項の規定は、第１項にかかる当金庫への通知が、この通帳が

盗取された日（通帳が盗取された日が明らかでないときは、盗取さ

れた通帳を用いて行われた不正な預金払戻しが最初に行われた

日。）から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されな

いものとします。 

（４）第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当金

庫が証明した場合には、当金庫は補てんしません。 

① 当該払戻しが行われたことについて当金庫が善意かつ無過失

であり、かつ、次のいずれかに該当すること。 

Ａ 当該払戻しが預金者の重大な過失により行われたこと。 

Ｂ 預金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同

居人、または家事使用人によって行われたこと。 

Ｃ 預金者が、被害状況についての当金庫に対する説明におい

て、重要な事項について偽りの説明を行ったこと。 

② 通帳の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に

乗じまたはこれに付随して行われたこと。 

（５）当金庫が当該預金について預金者に払戻しを行っている場合に

は、この払戻しを行った額の限度において、第１項にもとづく補て

んの請求には応じることはできません。 
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また、預金者が、当該払戻しを受けた者から損害賠償または不当

利得返還を受けた場合も、その受けた限度において同様とします。 

（６）当金庫が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補

てんを行った金額の限度において、当該預金にかかる払戻請求権

は消滅します。 

（７）当金庫が第２項の規定により補てんを行ったときは、当金庫は当

該補てんを行った金額の限度において、盗取された通帳により不

正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して預金者が有する損

害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

８．譲渡、質入れ等の禁止 

（１）この預金、預金契約上の地位その他この取引にかかるいっさいの

権利および通帳は、譲渡、質入れその他第三者の権利を設定するこ

と、または第三者に利用させることはできません。 

（２） 当金庫がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、

当金庫所定の書式により行います。 

 

９．反社会的勢力との取引拒絶 

この預金口座は、第 10 条第３項各号のいずれにも該当しない場合

に利用することができ、第 10 条第３項各号の一つにでも該当する場

合には、当金庫はこの預金口座の開設をお断わりするものとします。 

 

１０．解約等 

（１）この預金口座を解約するときは、当金庫所定の払戻請求書に届出

の印章により記名押印して、通帳とともに当金庫本支店に提出し

てください。 

（２）前項の解約手続に加え、この預金の解約手続を行うことについて

正当な権限を有することを確認するための本人確認書類の提示等

の手続を求めることがあります。この場合、当金庫が必要と認める

ときは、この確認ができるまでは解約手続を行いません。 

（３）第１項における記名押印は、個人である預金者本人による手続の

場合に限り、当金庫が認めたときは、届出の印章の押印を受けず本

人の署名をもってこれに替えることができます。 

（４）次の各号の一つにでも該当した場合には、当金庫はこの預金取引

を停止し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解

約することができるものとします。なお、通知により解約する場合、

到達のいかんにかかわらず、当金庫が解約の通知を届出のあった

氏名、住所にあてて発信した時に解約されたものとします。 

① この預金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場

合または預金口座の名義人の意思によらずに開設されたこと

が明らかになった場合 

② この預金の預金者が第８条第１項に違反した場合 

③ この預金がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制

裁関係法令等に抵触する取引に利用され、またはそのおそれ

があると合理的に認められる場合 

④ 法令で定める本人確認等における確認事項、および第 15 条第

１項で定める当金庫からの通知等による各種確認や提出され

た資料が偽りである場合 

⑤ 第 15 条第１項から第３項に定める取引等の制限に係る事象

が一定期間解消されない場合 

⑥ この預金が法令や公序良俗に反する行為に利用され、または

そのおそれがあると認められる場合 

（５）前項のほか、次の各号の一つにでも該当し、預金者との取引を継

続することが不適切である場合には、当金庫はこの預金取引を停

止し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解約す

ることができるものとします。 

なお、この解約によって生じた損害金については、当金庫は責任

を負いません。また、この解約により当金庫に損害が生じたときは、

その損害額を支払ってください。 

① 預金者が口座開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申

告をしたことが判明した場合 

② 預金者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から

５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総

会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、

その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」とい

います。）に該当し、または次のいずれかに該当することが判

明した場合 

Ａ  暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有

すること。 

Ｂ  暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる

関係を有すること。 

Ｃ 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または

第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力

団員等を利用していると認められる関係を有すること。 

Ｄ 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与す

るなどの関与をしていると認められる関係を有すること。 

Ｅ  役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等

と社会的に非難されるべき関係を有すること。 

③ 預金者が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一つに

でも該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行

為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当金庫の信

用を毀損し、または当金庫の業務を妨害する行為 

Ｅ その他前ＡからＤに準ずる行為 

（６）前三項により、この預金口座が解約され残高がある場合、または

この預金取引が停止されその解除を求める場合には、通帳を持参

のうえ、当金庫に申出てください。この場合、当金庫は相当の期間

をおき、必要な書類等の提出または保証人を求めることがありま

す。 

 

１１．通知等 

届出のあった氏名、住所にあてて当金庫が通知または送付書類を

発送した場合には、延着しまたは到達しなかったときでも通常到達

すべき時に到達したものとみなします。 

 

１２．保険事故発生時における預金者からの相殺 

（１）この預金は、当金庫に預金保険法の定める保険事故が生じた場合

には、本条各項の定めにより相殺することができます。 

なお、この預金に、預金者の当金庫に対する債務を担保するため、

もしくは第三者の当金庫に対する債務で預金者が保証人となって

いるものを担保するために質権等の担保権が設定されている場合

にも同様の取扱いとします。 

（２）前項により相殺する場合には、次の手続によるものとします。 

① 相殺通知は書面によるものとします。通帳は届出印を押印し

た払戻請求書とともに通知と同時に当金庫に提出してくださ

い。 

② 複数の借入金等の債務（預金者の当金庫に対する債務、第三

者の当金庫に対する債務で預金者が保証人になっているもの）

がある場合には充当の順序方法を指定してください。ただし、

この預金で担保される債務がある場合には、当該債務から相

殺されるものとします。当該債務が第三者の当金庫に対する

債務である場合には、預金者の保証債務から相殺されるもの

とします。 

③ 前号の充当の指定がない場合には、当金庫の指定する順序方法

により充当いたします。 

④ 第２号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれが

ある場合には、当金庫は遅滞なく異議を述べ、担保・保証の

状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものと

します。 

（３）第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとし

ます。 

① この預金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当

金庫に到達した日の前日までとして、利率は約定利率を適用

するものとします。 

② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算につい

ては、その期間を相殺 

通知が当金庫に到達した日までとして、利率、料率は当金庫の

定めによるものとします。また、借入金等を期限前弁済するこ

とにより発生する損害金等の取扱いについては当金庫の定め

によるものとします。 

（４）第１項により相殺する場合の外国為替相場については当金庫の

計算実行時の相場を適用するものとします。 

（５）第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手

続について別の定めがあるときには、その定めによるものとしま

す。ただし、借入金の期限前弁済等について当金庫の承諾を要する

等の制限がある場合においても相殺することができるものとしま

す。 

 

１３．休眠預金等活用法に係る最終異動日等 

（１）この預金について、休眠預金等活用法における最終異動日等と

は、次に揚げる日のうち最も遅い日をいうものとします。 

① 「当金庫ウェブサイトに掲げる」異動が最後にあった日 

② 将来における預金に係る債権の行使が期待される事由として
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次項で定めるものについては、預金に係る債権の行使が期待

される日として次項において定める日 

③ 当金庫が預金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に

定める事項の通知を発した日。ただし、当該通知が預金者に

到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過し

た場合（１か月を経過する日または当金庫があらかじめ預金

保険機構に通知した日のうちいずれか遅い日までに通知が預

金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この預金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に

該当することとなった日 

（２）第１項第２号において、将来における預金に係る債権の行使が期

待される事由とは、次の各号に掲げる事由のみをいうものとし、預

金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げる事由

に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 預入期間、計算期間または償還期間の末日（自動継続扱いの

預金にあっては、初回満期日） 

② 初回の満期日後に次に揚げる事由が生じたこと／当該事由が

生じた期間の満期日 

Ａ 異動事由（当金庫ウェブサイトにおいて「異動事由」とし

て揚げる事由をいいます。） 

Ｂ  当金庫が預金者に対して休眠預金活用法第３条第２項に

定める事項の通知を発したこと。ただし、当該通知が預金

者に到達した場合または当該通知を発した日から１ヶ月

を経過した場合（１ヶ月を経過する日または当金庫があら

かじめ預金保険機構に通知した日のうちいずれかの遅い

日までに通知が預金者の意思によらないで返送されたと

きを除く。）に限ります。 

③ 総合口座規定にもとづく他の預金について、前各号に揚げる

事由が生じた場合他の預金に係る最終異動日等 

 

１４．休眠預金等代替金に関する取扱い 

（１）この預金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法に

もとづきこの預金に係る債権は消滅し、預金者等は、預金保険機構

に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 

（２）前項の場合、預金者等は、当金庫を通じてこの預金に係る休眠預

金等代替金債権の支払を請求することができます。この場合にお

いて、当金庫が承諾したときは、預金者は当金庫に対して有してい

た預金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支

払を受けることができます。 

（３）預金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたと

きは、休眠預金等活用法第７条第２項による申出および支払の請

求をすることについて、あらかじめ当金庫に委任します。 

① この預金について、振込、口座振替その他の方法により、第

三者からの入金または当金庫からの入金であって法令または

契約に定める義務にもとづくもの（利子の支払に係るものを

除きます。）が生じたこと 

② この預金について、手形または小切手の提示その他の第三者

による債権の支払の請求が生じたこと（当金庫が当該支払の

請求を把握することができる場合に限ります。） 

③ この預金に係る休眠預金等代替金の支払を債権の目的とする

強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分

を含みます。）が行われたこと 

④ この預金に係る休眠預金等代替金の一部の支払が行われたこ

と 

（４）当金庫は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、預金者等

に代わって第３項による休眠預金等代替金の支払を請求すること

を約します。 

① 当金庫がこの預金に係る休眠預金等代替金について、預金保

険機構から支払等業務の委託を受けていること 

② この預金について、第３項第２号に掲げる事由が生じた場合

には、当該支払への請求に応じることを目的として預金保険

機構に対して休眠預金等代替金の支払を請求すること 

③ 前項にもとづく取扱いを行う場合には、預金者等が当金庫に

対して有していた預金債権を取得する方法によって支払うこ

と 

 

１５．取引の制限等 

（１）当金庫は、預金者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把

握するため、提出期限を指定して各種確認や資料の提出を求める

ことがあります。預金者から正当な理由なく指定した期限までに

回答いただけない場合には、入金、払戻し等の本規定にもとづく取

引の一部を制限する場合があります。 

（２）日本国籍を保有せず本邦に居住する預金者は、当金庫の求めに応

じ適法な在留資格・在留期間を保持している旨を当金庫所定の方

法により届出るものとします。当該預金者が当金庫に届出た在留

期間が超過した場合、入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一

部を制限することができるものとします。 

（３）前二項の各種確認や資料の提出の求めに対する預金者の回答、具

体的な取引の内容、預金者の説明内容およびその他の事情を考慮

して、当金庫がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、もしくは

経済制裁関係法令等への抵触のおそれがあると判断した場合には、

入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一部を制限する場合が

あります。 

（４）前三項に定めるいずれの取引の制限についても、預金者からの説

明等にもとづき、マネー・ローンダリング、テロ資金供与、または

経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的に解消されたと当

金庫が認める場合、当金庫は当該取引の制限を解除します。 

 

１６．入金のない口座の解約 

この預金について、口座開設後１か月を越えて入金が無く、また

は預金全額の払戻しがなされるなどにより預金残高が無く未払い利

息もない状態が１年以上続いた場合には、当金庫は預金者に通知し、

預金者から通知記載の期間内に取引継続の申し出がないことにより、

この預金口座を解約できるものとします。 

 

１７．規定の変更 

（１）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、店頭表示、ホームページ

掲載その他相当の方法で周知することにより、変更できるものと

します。 

（２）前項の変更は、公表の際に定める相当の期間を経過した日から適

用されるものとします。 

以 上 

（2021 年 11 月 1 日現在） 

 

 

未利用口座管理手数料に関する特約 
 

１．特約の適用範囲等 

（１）この特約は、普通預金口座（総合口座、決済用口座を含む）およ

び貯蓄預金口座（以下「この預金」といいます。）に適用されます。 

（２）この特約は、次の規定（以下「関連規定」という。）の一部を構

成するとともに関連規定と一体として取り扱われるものとし、こ

の特約に定めがある事項はこの特約の定めが適用され、この特約

に定めがない事項に関しては関連規定が適用されるものとします。 

①普通預金規定（決済用預金を含む） 

②貯蓄預金規定 

③普通預金（決済用預金を含む）、貯蓄預金、納税準備預金共通規

定 

④総合口座取引規定 

 

２．未利用口座の範囲 

この預金において最後の預入または払戻し等のお取引（ただし、

この預金の利息の組入れおよび未利用口座管理手数料の引落しは

除く）から２年以上経過した口座 

 

３．未利用口座管理手数料対象外の口座 

（１）この預金残高が１万円以上である場合 

（２）この預金の取引店で、定期性預金、投資信託、保険等の取引があ

る場合 

（３）この預金の取引店で、融資取引がある場合（カードローン契約が

あり、ご利用がない場合を含む） 

 

４．未利用口座管理手数料等の取扱いについて 

（１）この預金が未利用口座管理対象口座となった場合には、対象とな

った口座をお持ちのお客さまのお届け住所に通知を発送します。

なお、この通知が延着または到着しなかった場合でも通常到着す

べきときに到着したものとみなします。 

（２）前項の通知を発送してから３か月経過後もご利用またはご解約

がない場合、毎年１回、当金庫が定める任意の日に別にお知らせす

る未利用口座管理手数料を、この預金口座から払戻請求書等によ

らず引落します。 

（３） この預金口座の残高が未利用口座管理手数料に満たない場合は、

残高全額を未利用口座管理手数料の一部として引落し、預金者に

通知することなくこの預金口座を解約します。 

（４）前二項で引落とした未利用口座管理手数料は、返却しません。 
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５．特約の変更 

（１）この特約の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、店頭表示、ホームページ

掲載その他相当の方法で周知することにより、変更できるものと

します。 

（２）前項の変更は、公表の際に定める相当の期間を経過した日から適

用されるものとします。 

以 上 

（2021 年 11 月 1 日現在） 

 

 

通知預金規定 
 

１．預金契約の成立および預金の支払時期等 

（１）通知預金（以下「この預金」といいます。）は、お客様から当金

庫所定の申込書の提出を受け、当金庫がこれを承諾することによ

り契約が成立するものとします。また、この預金は、預入日から７

日間の据置期間経過後に利息とともに支払います。 

（２）第５条第３項による場合を除き、この預金の解約にあたっては、

解約する日の２日前までに通知を必要とします。 

 

２．証券類の受入れ 

（１）小切手その他の証券類を受入れたときは、その証券類が決済され

た日を預入日とします。 

（２）受入れた証券類が不渡りとなったときは預金になりません。不渡

りとなった証券類は、証書についてはこの証書と引換えに、通帳に

ついてはこの通帳の当該受入の記載を取消したうえ受入店で返却

します。 

 

３．利 息 

（１）この預金の利息は、預入日から解約日の前日までの日数について

店頭に表示する毎日の通知預金の利率によって計算します。なお、

利率は金融情勢に応じて変更します。 

（２）この預金を据置期間中に解約する場合、その利息は、預入日から

解約日の前日までの日数について解約日における普通預金の利率

によって計算し、この預金とともに支払います。 

（３）この預金の付利単位は 100 円とします。 

 

４．反社会的勢力との取引拒絶 

この預金口座は、第５条第４項各号のいずれにも該当しない場合

に利用することができ、第５条第４項各号の一つにでも該当する場

合には、当金庫はこの預金口座の開設をお断わりするものとします。 

 

５．預金の解約 

（１）この預金を解約するときは、当金庫所定の払戻請求書に届出の印

章により記名押印して証書（通帳）とともに当金庫本支店に提出し

てください。 

（２）前項の解約手続に加え、当該預金の解約手続を行うことについて

正当な権限を有することを確認するための本人確認書類の提示等

の手続を求めることがあります。この場合、当金庫が必要と認める

ときは、この確認ができるまでは解約手続を行いません。 

（３）次の各号の一つにでも該当した場合には、当金庫はこの預金取引

を停止し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解

約することができるものとします。なお、通知により解約する場合、

到達のいかんにかかわらず、当金庫が解約の通知を届出のあった

氏名、住所にあてて発信した時に解約されたものとします。 

① この預金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場

合または預金口座の名義人の意思によらずに開設されたこと

が明らかになった場合 

② この預金の預金者が第 10 条第１項に違反した場合 

③ この預金がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制

裁関係法令等に抵触する取引に利用され、またはそのおそれ

があると合理的に認められる場合 

④ 法令で定める本人確認等における確認事項、および第 14 条第

１項で定める当金庫からの通知等による各種確認や提出され

た資料が偽りである場合 

⑤ 第 14 条第１項から第３項に定める取引等の制限に係る事象

が一定期間解消されない場合 

⑥ この預金が法令や公序良俗に反する行為に利用され、または

そのおそれがあると認められる場合 

（４）前項のほか、次の各号の一つにでも該当し、預金者との取引を継

続することが不適切である場合には、当金庫はこの預金取引を停

止し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解約す

ることができるものとします。 

通知により解約する場合、到着のいかんにかかわらず、当金庫が

解約の通知を届出のあった氏名、住所にあてて発信した時に解約

されたものとします。なお、この解約によって生じた損害金につい

ては、当金庫は責任を負いません。また、この解約により当金庫に

損害が生じたときは、その損害額を支払ってください。 

① 預金者が口座開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申

告をしたことが判明した場合 

② 預金者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から

５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総

会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、

その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」とい

います。）に該当し、または次のいずれかに該当することが判

明した場合 

Ａ  暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有

すること。 

Ｂ  暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる

関係を有すること。 

Ｃ 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または

第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力

団員等を利用していると認められる関係を有すること。 

Ｄ 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与す

るなどの関与をしていると認められる関係を有すること。 

Ｅ  役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等

と社会的に非難されるべき関係を有すること。 

③ 預金者が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一つに

でも該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行

為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当金庫の信

用を毀損し、または当金庫の業務を妨害する行為 

Ｅ その他前ＡからＤに準ずる行為 

 

６．届出事項の変更、通帳、証書の再発行等 

（１）個人のこの預金の取引において、通帳、証書や印章を失ったとき、

または、印章、氏名、住所、職業または事業内容、取引を行う目的、

その他の届出事項に変更があったときは、直ちに書面によって届

出てください。この届出の前に、届出を行わなかったことにより生

じた損害については、当金庫に過失がある場合を除き、当金庫は責

任を負いません。 

（２）個人以外のこの預金の取引において、通帳、証書や印章を失った

とき、または、印章、名称、所在地、事業内容、取引を行う目的、

法人の場合の実質的支配者、その他の届出事項に変更があったと

きは、直ちに書面によって届出てください。この届出の前に、届出

を行わなかったことにより生じた損害については、当金庫に過失

がある場合を除き、当金庫は責任を負いません。 

（３）通帳、証書または印章を失った場合のこの預金の払戻し、元利金

の支払い、解約または通帳、証書の再発行は当金庫所定の手続をし

た後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求

めることがあります。 

（４）通帳、証書を再発行（汚損等による再発行を含みます。）する場

合には、当金庫所定の手数料をいただきます。 

 

７．成年後見人等の届出 

（１）家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合に

は、直ちに書面によって成年後見人等の氏名その他必要な事項を

届出てください。また、預金者の補助人・保佐人・後見人について、

家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときも、

同様に当金庫に届出てください。 

（２）家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がなされた場合

には、直ちに書面によって任意後見人の氏名その他必要な事項を

届出てください。 

（３）すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、または任

意後見監督人の選任がなされている場合にも、前二項と同様に、直

ちに書面によって届出てください。 

（４） 前三項の届出事項に取消または変更等が生じた場合にも同様に、

直ちに書面によって届出てください。 

（５）前四項の届出の前に、当金庫が過失なく預金者またはその成年後

見人等の行為能力に制限がないと判断して行った払戻しは有効な

払戻しとします。 
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８．印鑑照合等 

払戻請求書、諸届その他の書類に使用された印影を届出の印鑑と

相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めるとともに、払戻

請求者の預金払戻権限について疑うに足りる特段の事情がないと当

金庫が過失なく判断して行った払戻しは有効な払戻しとします。 

なお、個人のこの預金の取引において、預金者は、盗取された通

帳、証書を用いて行われた不正な払戻し、または不正な解約による

払戻しの額に相当する金額について、次条により補てんを請求する

ことができます。 

 

９．盗難通帳、証書による払戻し等 

（１）個人のこの預金の取引において、盗取された通帳、証書を用いて

行われた不正な払戻し、または不正な解約による払戻し（以下、本

条において「当該払戻し」といいます。）については、次の各号の

すべてに該当する場合、預金者は当金庫に対して当該払戻しの額

およびこれにかかる手数料・利息に相当する金額の補てんを請求

することができます。 

① 通帳の盗難に気づいてからすみやかに、当金庫への通知が行

われていること。 

② 当金庫の調査に対し、預金者より十分な説明が行われている

こと。 

③ 当金庫に対し、警察署に被害届を提出していることその他の

盗難にあったことが推測される事実を確認できるものを示し

ていること。 

（２）前項の請求がなされた場合、当該払戻しが預金者の故意による場

合を除き、当金庫は、当金庫へ通知が行われた日の 30 日（ただし、

当金庫に通知することができないやむをえない事情があることを

預金者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を

加えた日数とします。）前の日以降になされた払戻し、または不正

な解約による払戻しの額およびこれにかかる手数料・利息に相当

する金額（以下「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかか

わらず補てんするものとします。 

ただし、当該払戻しが行われたことについて、当金庫が善意無過

失であることおよび預金者に過失(重過失を除く)があることを当

金庫が証明した場合には、当金庫は補てん対象額の４分の３に相

当する金額を補てんするものとします。 

（３） 前二項の規定は、第１項にかかる当金庫への通知が、この通帳、

証書が盗取された日（通帳、証書が盗取された日が明らかでないと

きは、盗取された通帳、証書を用いて行われた不正な預金払戻し、

または不正な解約による払戻しが最初に行われた日。）から、２年

を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 

（４）第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当金

庫が証明した場合には、当金庫は補てんしません。 

① 当該払戻しが行われたことについて当金庫が善意かつ無過失

であり、かつ、次のいずれかに該当すること。 

Ａ 当該払戻しが預金者の重大な過失により行われたこと。 

Ｂ 預金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同

居人、または家事使用人によって行われたこと。 

Ｃ 預金者が、被害状況についての当金庫に対する説明におい

て、重要な事項について偽りの説明を行ったこと。 

② 通帳、証書の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の

混乱に乗じまたはこれ 

に付随して行われたこと。 

（５）当金庫が当該預金について預金者に払戻しを行っている場合に

は、この払戻しを行った額の限度において、第１項にもとづく補て

んの請求には応じることはできません。 

また、預金者が、当該払戻しを受けた者から損害賠償または不当

利得返還を受けた場合も、その受けた限度において同様とします。 

（６）当金庫が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補

てんを行った金額の限度において、当該預金にかかる払戻請求権

は消滅します。 

（７）当金庫が第２項の規定により補てんを行ったときは、当金庫は当

該補てんを行った金額の限度において、盗取された通帳、証書によ

り不正な払戻し、または不正な解約による払戻しを受けた者その

他の第三者に対して預金者が有する損害賠償請求権または不当利

得返還請求権を取得するものとします。 

 

１０．譲渡、質入れ等の禁止 

（１）この預金、預金契約上の地位その他この取引にかかるいっさいの

権利および通帳、証書は、譲渡、質入れその他第三者の権利を設定

すること、または第三者に利用させることはできません。 

（２）当金庫がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、

当金庫所定の書式により行います。 

 

１１．保険事故発生時における預金者からの相殺 

（１）この預金は、預入日から７日間の据置期間経過前である場合また

は解約する日の２日前までに通知がない場合であっても、当金庫

に預金保険法の定める保険事故が生じた場合には、当金庫に対す

る借入金等の債務と相殺する場合にかぎり当該相殺額について期

限が到来したものとして、相殺することができます。なお、この預

金に、預金者の当金庫に対する債務を担保するため、もしくは第三

者の当金庫に対する債務で預金者が保証人となっているものを担

保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取

扱いとします。 

（２）前項により相殺する場合の手続には、次の手続によるものとしま

す。 

① 相殺通知は書面によるものとします。通帳、証書は当金庫所

定の払戻請求書に届出印を押印した払戻請求書とともに、通

知と同時に当金庫に提出してください。 

② 複数の借入金等の債務（預金者の当金庫に対する債務、第三

者の当金庫に対する債務で預金者が保証人になっているもの）

がある場合には充当の順序方法を指定してください。ただし、

この預金で担保される債務がある場合には、当該債務から相

殺されるものとします。当該債務が第三者の当金庫に対する

債務である場合には、預金者の保証債務から相殺されるもの

とします。 

③ 前号の充当の指定がない場合には、当金庫の指定する順序方

法により充当いたします。 

④ 第２号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれが

ある場合には、当金庫は遅滞なく異議を述べ、担保・保証の

状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものと

します。 

（３）第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとし

ます。 

① この預金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当

金庫に到達した日の前日までとして、利率は約定利率を適用

するものとします。 

② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算につい

ては、その期間を相殺通知が当金庫に到達した日までとして、

利率、料率は当金庫の定めによるものとします。また、借入

金等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱い

については当金庫の定めによるものとします。 

（４）第１項により相殺する場合の外国為替相場については当金庫の

計算実行時の相場を適用するものとします。 

（５）第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手

続について別の定めがあるときには、その定めによるものとしま

す。ただし、借入金の期限前弁済等について当金庫の承諾を要する

等の制限がある場合においても相殺することができるものとしま

す。 

 

１２．休眠預金等活用法に係る最終異動日等 

（１）この預金について、休眠預金等活用法における最終異動日等と

は、次に揚げる日のうち最も遅い日をいうものとします。 

① 「当金庫ウェブサイトに掲げる」異動が最後にあった日 

② 将来における預金に係る債権の行使が期待される事由として

次項で定めるものについては、預金に係る債権の行使が期待

される日として次項において定める日 

③ 当金庫が預金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に

定める事項の通知を発した日。ただし、当該通知が預金者に

到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過し

た場合（１か月を経過する日または当金庫があらかじめ預金

保険機構に通知した日のうちいずれか遅い日までに通知が預

金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この預金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に

該当することとなった日 

（２）第１項第２号において、将来における預金に係る債権の行使が期

待される事由とは、次の各号に掲げる事由のみをいうものとし、預

金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げる事由

に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 預入期間、計算期間または償還期間の末日 

 

１３．休眠預金等代替金に関する取扱い 

（１）この預金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法に

もとづきこの預金に係る債権は消滅し、預金者等は、預金保険機構

に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 
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（２）前項の場合、預金者等は、当金庫を通じてこの預金に係る休眠預

金等代替金債権の支払を請求することができます。この場合にお

いて、当金庫が承諾したときは、預金者は当金庫に対して有してい

た預金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支

払を受けることができます。 

（３）預金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたと

きは、休眠預金等活用法第７条第２項による申出および支払の請

求をすることについて、あらかじめ当金庫に委任します。 

① この預金について、振込、口座振替その他の方法により、第

三者からの入金または当金庫からの入金であって法令または

契約に定める義務にもとづくもの（利子の支払に係るものを

除きます。）が生じたこと 

② この預金について、手形または小切手の提示その他の第三者

による債権の支払の請求が生じたこと（当金庫が当該支払の

請求を把握することができる場合に限ります。） 

③ この預金に係る休眠預金等代替金の支払を債権の目的とする

強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分

を含みます。）が行われたこと 

④ この預金に係る休眠預金等代替金の一部の支払が行われたこ

と 

（４）当金庫は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、預金者等

に代わって第３項による休眠預金等代替金の支払を請求すること

を約します。 

① 当金庫がこの預金に係る休眠預金等代替金について、預金保

険機構から支払等業務の委託を受けていること 

② この預金について、第３項第２号に掲げる事由が生じた場合

には、当該支払への請求に応じることを目的として預金保険

機構に対して休眠預金等代替金の支払を請求すること 

③ 前項にもとづく取扱いを行う場合には、預金者等が当金庫に

対して有していた預金債権を取得する方法によって支払うこ

と 

 

１４．取引の制限等 

（１）当金庫は、預金者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把

握するため、提出期限を指定して各種確認や資料の提出を求める

ことがあります。預金者から正当な理由なく指定した期限までに

回答いただけない場合には、入金、払戻し等の本規定にもとづく取

引の一部を制限する場合があります。 

（２）日本国籍を保有せず本邦に居住する預金者は、当金庫の求めに応

じ適法な在留資格・在留期間を保持している旨を当金庫所定の方

法により届出るものとします。当該預金者が当金庫に届出た在留

期間が超過した場合、入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一

部を制限することができるものとします。 

（３）前二項の各種確認や資料の提出の求めに対する預金者の回答、具

体的な取引の内容、預金者の説明内容およびその他の事情を考慮

して、当金庫がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、もしくは

経済制裁関係法令等への抵触のおそれがあると判断した場合には、

入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一部を制限する場合が

あります。 

（４）前三項に定めるいずれの取引の制限についても、預金者からの説

明等にもとづき、マネー・ローンダリング、テロ資金供与、または

経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的に解消されたと当

金庫が認める場合、当金庫は当該取引の制限を解除します。 

 

１５．規定の変更 

（１）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、店頭表示、ホームページ

掲載その他相当の方法で周知することにより、変更できるものと

します。 

（２）前項の変更は、公表の際に定める相当の期間を経過した日から適

用されるものとします。 

以 上 

（2020 年 4 月 1 日現在） 

 

 

振込規定 
 

１．適用範囲 

振込依頼書または当金庫の自動振込機（振込を行うことができる

現金自動預入支払機を含みます。以下「自動機」といいます。）によ

る当金庫または他の金融機関の国内本支店にある受取人の預金口座

あての振込については、この規定により取扱います。 

 

２．振込の依頼 

（１）振込依頼書による振込の依頼は、次により取扱います。 

① 振込の依頼は窓口営業時間内に受付けます。 

② 振込依頼書は、当金庫所定の振込依頼書を使用し、振込先の

金融機関・店舗名、預金種目・口座番号、受取人名、振込金

額、依頼人名、依頼人の住所・電話番号、その他の所定の事項

を正確に記入してください。なお、預金種目・口座番号が不

明な場合には、窓口に相談してください。 

③ 当金庫は振込依頼書に記載された事項を依頼内容とします。 

（２）自動機による振込の依頼は、次により取扱います。 

① 自動機は当金庫所定の時間内に利用することができます。 

② １回あたりの振込金額は、当金庫所定の金額の範囲内としま

す。 

③ 自動機の画面表示等の操作手順に従って、振込先の金融機関・

店舗名、預金種目・口座番号、受取人名、振込金額、依頼人名

およびその電話番号、その他の所定の事項を正確に入力して

ください。 

④ 当金庫は自動機に入力された事項を依頼内容とします。 

（３）前二項に定める依頼内容について、振込依頼書の記載の不備また

は自動機への誤入力があったとしても、これによって生じた損害

については、当金庫は責任を負いません。 

（４）振込の依頼にあたっては、振込資金、振込手数料その他この取引

に関連して必要となる手数料（以下「振込資金等」といいます。）

をお支払いください。 

 

３．振込契約の成立 

（１）振込依頼書による場合には、振込契約は、この規定の取引にかか

る当金庫所定の振込依頼書の提出を受け、当金庫が振込の依頼を

承諾し振込資金等を受領した時に成立するものとします。 

（２）自動機による場合には、振込契約は、当金庫がコンピュータ・シ

ステムにより振込の依頼内容を確認し振込資金等の受領を確認し

た時に成立するものとします。 

（３）前二項により振込契約が成立したときは、当金庫は、依頼内容を

記載した振込金受取書、振込受付書、ご取扱明細票等（以下「振込

金受取書等」といいます。）を交付しますので、依頼内容を確認し

てください。この振込金受取書等は、契約の成立を証明する書類と

なりますので、大切に保管してください。 

 

４．振込通知の発信 

（１）振込依頼書による依頼にもとづき振込契約が成立した場合には、

当金庫は、依頼内容にもとづいて、振込先の金融機関あてに電信扱

いにより依頼日当日に振込通知を発信します。ただし、窓口営業時

間終了間際、振込事務の繁忙日等やむをえない事由がある場合に

は、依頼日の翌営業日に振込通知を発信することがあります。 

（２）自動機による依頼にもとづき振込契約が成立した場合には、依頼

日当日に振込通知を発信します。ただし、振込先の金融機関・受取

人の口座状況等により依頼日の翌日以降に振込通知を発信するこ

とがあります。 

（３）当金庫が振込通知を発信しても、振込先の金融機関・受取人の口

座状況等により、入金が翌日以降となる場合があります。 

 

５．証券類による振込 

振込の依頼を受ける場合には、小切手その他の証券類による振込

資金等の受入れはしません。 

 

６．取引内容の照会等 

（１）受取人の預金口座に振込金の入金が行われていない場合には、す

みやかに取扱店に照会してください。この場合には、振込先の金融

機関に照会するなどの調査をし、その結果を報告します。 

（２）当金庫が発信した振込通知について振込先の金融機関から照会

があった場合には、依頼内容について照会することがあります。こ

の場合には、すみやかに回答してください。当金庫からの照会に対

して、相当の期間内に回答がなかった場合または不適切な回答が

あった場合には、これによって生じた損害については、当金庫は責

任を負いません。 

（３）入金口座なし等の事由により振込資金が返却された場合には、す

みやかに通知しますので、第８条に規定する組戻しの手続に準じ

て、振込資金の受領等の手続をとってください。 

 

７．依頼内容の変更 

（１）振込契約の成立後にその依頼内容を変更する場合には、取扱店の

窓口において次の訂正の手続により取扱います。ただし、振込先の

金融機関・店舗名および振込金額を変更する場合には、第８条第１
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項に規定する組戻しの手続により取扱います。 

① 訂正の依頼にあたっては、当金庫所定の振込（組戻・内容訂

正）依頼書に記名押印のうえ、振込金受取書等とともに提出

してください。この場合、当金庫所定の本人確認書類または

保証人を求めることがあります。 

② 当金庫は、振込（組戻・内容訂正）依頼書に従って、訂正依頼

電文を振込先の金融機関に発信します。 

（２）提出された振込金受取書等を当金庫が交付したものであると相

当の注意をもって認めたうえ、訂正の依頼を受付けたときは、これ

によって生じた損害については、当金庫は責任を負いません。 

（３）第１項の場合において、振込先に金融機関がすでに振込通知を受

信しているときは、訂正ができないことがあります。この場合には、

受取人との間で協議してください。 

 

８．組戻し 

（１）振込契約の成立後にその依頼を取りやめる場合には、取扱店の窓

口において次の組戻しの手続により取扱います。 

① 組戻しの依頼にあたっては、当金庫所定の振込（組戻・内容

訂正）依頼書に記名押印のうえ、振込金受取書等とともに提

出してください。この場合、当金庫所定の本人確認書類また

は保証人を求めることがあります。 

② 当金庫は、振込（組戻・内容訂正）依頼書に従って、組戻依頼

電文を振込先の金融機関に発信します。 

③ 組戻しされた振込資金は、振込（組戻・内容訂正）依頼書に指

定された方法により返却します。現金で返却を受けるときは、

当金庫所定の払戻請求書に記名押印のうえ、振込金受取書等

とともに提出してください。この場合、当金庫所定の本人確

認書類または保証人を求めることがあります。 

（２）提出された振込金受取書等を当金庫が交付したものであると相

当の注意をもって認めたうえ、組戻し依頼の受付および組戻しさ

れた振込資金の返却を行ったときは、これによって生じた損害に

ついては、当金庫は責任を負いません。 

（３）第１項の場合において、振込先に金融機関がすでに振込通知を受

信しているときは、組戻しができないことがあります。この場合に

は、受取人との間で協議してください。 

 

９．通知・照会の連絡先 

（１）この取引について依頼人に通知・照会する場合には、振込の依頼

にあたって記載・入力された住所・電話番号を連絡先とします。 

（２）前項において、連絡先の記載不備・誤入力または電話の不通等に

よって通知・照会をすることができなくても、これによって生じた

損害については、当金庫は責任を負いません。 

 

１０．手数料 

（１）振込の受付にあたっては、店頭表示の振込手数料をいただきま

す。 

（２）組戻しの受付にあたっては、店頭表示の組戻手数料をいただきま

す。この場合、第１項の振込手数料は返却しません。ただし、組戻

しができなかったときは、組戻手数料は返却します。 

（３）組戻しされた振込資金を返却せずに改めてその資金による振込

の受付をするときも、店頭表示の振込手数料をいただきます。この

場合、組戻手数料は返却します。 

（４）この取引について、特別の依頼により要した費用は、別途にいた

だきます。 

 

１１．災害による免責 

次の各号の事由により振込金の入金不能、入金遅延等があっても、

これによって生じた損害については、当金庫は責任を負いません。 

① 災害・事変、輸送途中の事故、裁判所等公的機関の措置等の

やむをえない事由があったとき 

② 当金庫または金融機関の共同システムの運営体が相当の安全

対策を講じたにもかかわらず、端末機、通信回線またはコン

ピュータ等に障害が生じたとき 

③ 当金庫以外の金融機関の責に帰すべき事由があったとき 

 

１２．譲渡、質入れの禁止 

振込金受取書等およびこの取引にもとづく依頼人の権利は、譲渡、

質入れすることはできません。 

 

１３．預金規定等の適用 

振込資金等を預金口座から振替えて振込の依頼をする場合におけ

る預金の払戻しについては、関係する預金規定およびキャッシュカ

ード規定等により取扱います。 

 

１４．規定の変更 

（１）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、店頭表示、ホームページ

掲載その他相当の方法で周知することにより、変更できるものと

します。 

（２）前項の変更は、公表の際に定める相当の期間を経過した日から適

用されるものとします。 

以 上 

（2020 年 4 月 1 日現在） 

 

 

代金取立規定 
 

１．取扱証券類 

手形、小切手、公社債、利札、配当金領収証その他の証券のうち、

預金口座へ直ちに受入れができないもの（以下「証券類」といいま

す。）は、代金取立として取扱います。 

 

２．要件の補充等 

（１）手形要件、小切手要件の白地はあらかじめ補充してください。当

金庫は白地を補充する義務を負いません。 

（２）証券類のうち裏書等の必要があるものはその手続きを済ませて

ください。 

（３）手形、小切手の取立にあたっては、複記のいかんにかかわらず、

所定の金額欄記載の金額によって取扱います。 

 

３．手数料等 

（１）代金取立の受託にあたっては、店頭掲示の代金取立手数料をいた

だきます。なお、証券類の組戻し、不渡返却があった場合または店

頭掲示を要した場合には、その手数料を別途にいただきます。 

（２）特別な依頼により要した費用は、別途にいただきます。 

 

４．発送 

証券類の取立を当金庫の他の本支店または他の金融機関に委託し

て行なう場合には、当金庫が適当と認める時期、方法により発送し

ます。 

 

５．引受けのない手形等の取扱い 

（１）引受けのない為替手形については、支払人に取立受託の旨の通知

を発信するにとどめ引受けおよび支払いのための呈示をする義務

を負いません。 

（２）手形交換による呈示ができない証券類についても同様とします。 

 

６．代金取立の入金 

（１）手形のうち支払期日までに当金庫所定の余裕日数があり、かつ、

支払期日に手形交換等によって取立のできるもので、当金庫が「期

日入金手形」として取扱ったものについては、その手形金額を支払

期日に預金元帳へ入金記帳します。この場合、当該金額は、支払期

日の翌営業日の金融機関相互間における不渡通知時限経過後に当

店でその決済を確認したうえでなければ支払資金といたしません。 

（２）「期日入金手形」以外の証券類については、金融機関相互間にお

ける入金報告によりその決済を確認のうえ預金元帳へ入金記帳し、

支払資金とします。 

（３）当金庫が取立を依頼した先方金融機関の見込みにより、支払人に

対し相当期間その支払いを猶予して取立ることがあります。 

 

７．証券類の不渡り 

（１）証券類が不渡りのなったときは、直ちにその通知を届出の住所宛

に発信するとともに、「期日入金手形」についてはその金額を預金

元帳から引落します。 

（２）不渡りとなった証券類は受入店で返却しますから、当金庫所定の

受取書に預金取引の届出印を押印して提出してください。 

（３）前項の証券類については、あらかじめ書面による依頼を受けたも

のにかぎり、権利保全の手続をします。 

 

８．証券類の組戻し 

（１）証券類の組戻しを依頼する場合には、支払期日の前日までに当金

庫所定の組戻請求書に預金取引の届出印を押印して提出してくだ

さい。 

（２）組戻しをした証券類は受入店で返却しますから、当金庫所定の受

取書に預金取引の届出印を押印して提出してください。 

 



北伊勢上野信用金庫 

20 

 

９．証券類の喪失、通信の遅延等 

証券類が事変、災害、輸送途中の事故等やむをえない理由によっ

て紛失、減失、損傷または延着したために生じた損害については、

当金庫は責任を負いません。やむをえない事由による通信機器、回

線の障害等によって通信が遅延したために生じた損害についても同

様とします。 

 

１０．譲渡、質入れの禁止 

代金取立の委託にもとづく依頼人の権利は、譲渡、質入れするこ

とはできません。 

 

１１．規定の変更 

（１）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、店頭表示、ホームページ

掲載その他相当の方法で周知することにより、変更できるものと

します。 

（２）前項の変更は、公表の際に定める相当の期間を経過した日から適

用されるものとします。 

以 上 

（2020 年 4 月 1 日現在） 

 


